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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ２ 第７期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 従業員数は就業人員数です。なお、臨時従業員の平均雇用人員数は、（ ）内に外数で記載しております。

４ 平成13年１月25日開催の取締役会決議により、平成13年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた所有株式数を、平成13年５月18日付をもって、１株を４株に分割いたしました。これにより、株式数は

44,064株増加し、発行済株式数は58,752株となっております。なお、株式分割のあった連結会計年度の１株

当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計算

しております。  

５ 平成17年10月13日開催の取締役会決議により、平成17年10月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた所有株式数を、平成17年12月15日付をもって、１株を２株に分割いたしました。これにより、株式数は

65,811株増加し、発行済株式数は131,622株となっております。なお、株式分割のあった連結会計年度の１

株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計

算しております。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 (千円) 820,715 975,744 924,205 1,015,129 1,259,990 

経常利益 (千円) 302,255 331,448 136,357 174,943 263,489 

当期純利益 (千円) 165,624 198,006 69,077 106,206 263,197 

純資産額 (千円) 3,734,987 3,927,233 4,955,041 5,041,934 5,309,057 

総資産額 (千円) 4,028,144 4,223,929 5,210,076 5,215,242 5,643,328 

１株当たり純資産額 (円) 62,667.58 65,519.42 75,895.12 76,667.09 40,255.25 

１株当たり当期純利益 (円) 2,799.54 3,313.24 1,136.98 1,623.15 1,920.52 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
(円) 2,696.23 3,219.59 1,113.93 1,606.47  1,909.70 

自己資本比率 (％) 92.7 93.0 95.1 96.7 94.1 

自己資本利益率 (％) 4.4 5.0 1.4 2.1 5.1 

株価収益率 (倍) 108.9 30.5 130.2 99.8 109.9 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 196,477 185,549 60,547 244,790 222,994 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) △188,623 △125,501 △1,063,678 1,022,377 △145,817 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 13,239 8,478 952,363 △17,283 119,121 

現金及び現金同等物の

期末残高 
(千円) 3,272,447 3,340,865 3,290,140 4,540,216 4,736,404 

従業員数 (名) 28(12) 42(17) 37(15) 35(16) 36(21)  



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ２ 第７期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 従業員数は各期末の就業人員数です。なお、臨時従業員の平均雇用人員数は、それぞれ（ ）内に外数で記

載しております。 

４ 平成13年１月25日開催の取締役会決議により、平成13年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、平成13年５月18日付をもって、１株を４株に分割いたしました。これにより、株

式数は44,064株増加し、発行済株数は58,752株となっております。なお、株式分割のあった事業年度の１株

当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計算

しております。  

５ 平成17年10月13日開催の取締役会決議により、平成17年10月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた所有株式数を、平成17年12月15日付をもって、１株を２株に分割いたしました。これにより、株式数は

65,811株増加し、発行済株式数は131,622株となっております。なお、株式分割のあった事業年度の１株当

たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計算し

ております。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 (千円) 791,132 690,240 487,169 469,738 630,566 

経常利益 (千円) 287,182 237,967 65,166 69,736 105,561 

当期純利益 (千円) 163,049 136,977 32,404 43,002 134,973 

資本金 (千円) 1,558,000 1,562,250 2,055,015 2,060,965 2,064,025 

発行済株式総数 (株) 59,600 59,940 65,288 65,764 131,624 

純資産額 (千円) 3,732,412 3,864,444 4,855,231 4,879,646 5,011,640 

総資産額 (千円) 3,870,389 3,956,221 4,906,037 4,950,992 5,117,013 

１株当たり純資産額 (円) 62,624.36 64,471.89 74,366.37 74,199.35 38,014.65 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配

当額） 

(円) 

(円) 

― 

(―) 

450 

(―) 

450 

(―) 

450 

(―) 

400 

(―)  

１株当たり当期純利益 (円) 2,756.01 2,292.04 533.35 657.20 965.01 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
(円) 2,654.31 2,227.26 522.54 650.45 959.57 

自己資本比率 (％) 96.4 97.7 99.0 98.6 97.9 

自己資本利益率 (％) 4.4 3.5 0.7 0.9 2.7 

株価収益率 (倍) 110.7 44.1 277.5 246.5 218.7 

配当性向 (％) ― 19.7 84.4 68.5 41.5 

従業員数 (名) 22(11) 21(9) 17(9) 13(6) 23(12) 



２【沿革】 

年月 概要 

平成10年３月 

金融情報に関する雑誌、新聞、報告書並びにディスク及びシーディーロム等のソフトウェアの設

計、開発、制作、販売及び輸出入並びにインターネット・ホームページ等を利用した金融情報提

供サービスを目的として、東京都中央区に設立（資本金10,000千円）。 

平成10年10月 
月刊誌「ファンドインベスター」を創刊したのに伴って組織を改正し、編集部、セールス＆マー

ケティング部、調査・分析部、データベース部の４部体制とする。 

平成10年12月 インターネット・ホームページ http://www.morningstar.co.jp を開設。 

平成11年12月 

月刊誌「ファンドインベスター」を休刊、インターネット上での情報提供を強化するために組織

を改正し、ウェブ・マーケティング部、データベース部、調査分析部、ウェブ・ファンドインベ

スター部、管理部の５部体制とする。 

平成12年４月 

コンサルティング業務の拡大と管理体制の強化のために組織を改正し、インターネット事業部、

コンサルティング事業部、管理本部の３部体制とする。管理本部には、財務、経理、人事・総

務・広報の３セクションを設ける。 

平成12年６月 
大阪証券取引所（現 株式会社大阪証券取引所）のナスダック・ジャパン市場（現 ニッポン・

ニュー・マーケット 「ヘラクレス」）に上場する。 

平成13年５月 
投資助言、コンサルティング分野の展開を図るため、100％出資による「モーニングスター・ア

セット・マネジメント株式会社」（資本金30,000千円）を設立し、連結子会社とする。 

平成13年７月 

調査・分析業務及び営業力の強化のために組織を改正し、営業企画本部（マーケティング部、コ

ンサルティング部）、分析評価本部（データベース部、定量分析部、定性分析部）、管理本部

（財務経理部、総務人事部）の３本部７部体制とする。 

平成13年11月 

ホームページの運営企業に対してウェブサイトの比較評価情報やアドバイスの提供を行っている

「ゴメス株式会社」の株式1,400株（発行済株式総数の35％）を追加取得し、発行済株式総数の

65％を保有する連結子会社とする。 

平成14年９月 
労働組合などの加入者を対象としたライフプランニングセミナーなどを展開している「イー・ア

ドバイザー株式会社」の株式を取得し、発行済株式総数の100％を保有する連結子会社とする。 

平成15年１月 
業務の円滑な遂行のために統治機構のあり方を見直した結果、本部制を廃止して営業部、データ

管理部、調査分析部、管理部の４部体制とする。 

平成15年７月 
わが国初の「社会的責任投資株価指数」（ＭＳ－ＳＲＩ）を開発し、ホームページ上での公表す

るとともに、各種ニュースメディアにも提供を開始する。 

平成15年11月 ソフトバンク・ファイナンス株式会社に対し、4,300株の第三者割当増資を実施する。 

平成16年７月 

ソフトバンク・ファイナンス株式会社が保有する当社株式（32,968株）全てをソフトバンク・イ

ンベストメント株式会社に譲渡したため、ソフトバンク・インベストメント株式会社が当社の親

会社並びに主要株主となる。 

平成16年９月 

ゴメス株式会社の株式1,200株を追加取得する。また、株式交換によりイー・アドバイザー株式

会社の全株式をゴメス株式会社に譲渡し、ゴメス株式会社の新株式1,482株を取得する。その結

果、ゴメス株式会社への出資比率が96.4％となる。 

平成17年１月 
経営の効率化のため部の改廃を実施し、管理部、調査分析部、セールス ＆ マーケティング部、

プロダクト・サービス部の４部体制とする。 

平成17年４月  
株式会社株式新聞社が実施した第三者割当増資250,000 株につき、その全額を引受け同社を議決

権の26.8%を保有する関連会社とし、連結財務諸表において持分法を適用する。 

平成17年６月  ゴメス株式会社が第三者割当増資を行い、当社の持分比率は96.4％から84.9%となる。 

平成17年７月  
ソフトバンク・インベストメント株式会社が商号をＳＢＩホールディングス株式会社に変更し、

当社の親会社がＳＢＩホールディングス株式会社となる。  

  ゴメス株式会社が、商号をゴメス・コンサルティング株式会社に変更する。 

 平成17年10月  
イー・アドバイザー株式会社の全株式（17,140株）をゴメス・コンサルティング株式会社より取

得し、イー・アドバイザー株式会社を当社直接の100％出資子会社とする。 

 平成17年12月  イー・アドバイザー株式会社を合併する。イー・アドバイザー事業部を新設する。 



３【事業の内容】 

(1)当社グループの事業の内容について 

 当社グループは、投資信託をはじめとする各種金融商品やインターネットサイトに関する比較・評価情報及び各種

助言の提供を主な業務としております。 

 具体的には、グループ各社が収集・作成した各種金融商品やインターネットサイトに関する情報・データを利用し

て、法人顧客に対する商品レポートやウェブ広告の受注・作成、ホームページを通じた個人ユーザーに対する比

較・評価情報並びに投資知識の提供、法人や団体に対する資産運用やインターネットのサイト運営に関する助言及

びコンサルティング、法人顧客の従業員や労働組合員に対する投資教育、ライフプランニング支援などの役務を提

供しております。 

 当社グループが収集・作成した情報やデータを有効に活用するには、それらの情報を比較・分析・評価する、とい

う「レーティング」のノウハウが欠かせないため、全ての業務は「総合レーティング事業」に属するものとし、特

に事業を区分しておりません。 

〔事業系統図〕 

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

(2)当社及び連結の組織形態について 

当社は事業持株会社として自社で事業を行うと同時に、連結子会社としてモーニングスター・アセット・マネジメ

ント株式会社及びゴメス・コンサルティング株式会社の２社、持分法適用関連会社として株式会社株式新聞社を有

し、モーニングスター・グループ（以下「当社グループ」という。）を形成しております。 

当社は、当社グループ各社間で経営資源やノウハウの共有を促し、顧客開拓を共同で行うなどいわゆるシナジー効

果を追求し、当社グループ全体の企業価値を高めていくことも経営目的としております。 

  

  



① モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社（連結子会社） 

 当社の100％出資によって平成13年５月11日に設立された、財務諸表等規則に定める当社の「子会社」でありま

す。同社は、投資顧問や資産運用に係るコンサルティング・サービスを提供する事業を展開しており、具体的には

複数のファンドに投資する「ファンド・オブ・ファンズ」の組成にあたって、投資すべきファンドの選定等の助言

サービスを金融機関に対して行っております。 

 現在、中央三井信託銀行で販売されている「モーニングスター・セレクトファンド」、東京スター銀行で販売され

ている「スターバリューファンド」及びイー・トレード証券で販売されている「アジアSRIファンド」の３ファンド

に対する投資助言を行なっております。 

  

② ゴメス・コンサルティング株式会社(連結子会社) 

 当社が84.9％、SBIブロードバンドファンド１号投資事業有限責任組合が7.4％、SBIブロードバンドキャピタル株

式会社が4.5％及びソフトバンク・インターネットテクノロジー・ファンド２号が3.2％を出資している財務諸表等

規則に定める当社の「子会社」であります。 

同社は、当社が蓄積した情報を比較・分析・評価する「レーティング」のノウハウを活用し、インターネット上で

サービスを提供している企業のウェブサイトをユーザーの視点で評価・ランキング付けし、インターネットユーザ

ーにホームページ（http://www.gomez.co.jp/）で客観的かつ有用な情報を提供しております。 

また、このイー・コマースサイト等の調査・分析業務を通じて得たノウハウを活かし、「各業界のビジネス動向」

と「インターネットの特性」の両面を捉えたウェブサイトの改善、サービス向上のためのアドバイスやマーケティ

ングリサーチといったコンサルティングサービスを企業向けに提供するとともに、企業の要望に応じて、ウェブサ

イトの多角的な分析結果をもとにしたウェブサイトの構築サービスを行っております。  

 当連結会計年度中（平成17年６月15日）において、ゴメス・コンサルティング株式会社はＳＢＩブロードバンドフ

ァンド１号投資事業有限責任組合及びＳＢＩブローバンドキャピタル株式会社を割当先とする第三者割当増資を行

い、当社の持分比率は96.4％から84.9%となりました。 

 なお、ゴメス・コンサルティング株式会社は平成17年７月４日付けで、商号をゴメス株式会社からゴメス・コンサ

ルティング株式会社に変更しております。  

  

③ 株式会社株式新聞社（持分法適用関連会社） 

平成17年4月28日に株式会社株式新聞社が実施した第三者割当増資250,000 株につき、その全額を引受けました。

その結果、株式会社株式新聞社は当社が議決権の26.8%を保有する関連会社となり、連結財務諸表において持分法を

適用しております。  

 同社は証券専門新聞として国内最大の発行部数を誇る日刊「株式新聞」を発行しており、昭和24年の創業以来、独

立中立的な視点から投資家のためのマーケット情報を発信し続けております。ともに中立的な立場からの情報配信

を手掛ける当社と株式新聞社の親和性の高さを活かした業務提携を行い、シナジー効果を発揮できると考えており

ます。 

  

従来、当社グループにはゴメス・コンサルティング株式会社の100％出資子会社としてイー・アドバイザー株式会

社がありましたが、イー・アドバイザー株式会社が行う個人向けの投資教育及びライフプランニング支援事業は、

当社が行う法人向け確定拠出年金事業及び金融商品の販売金融機関向けコンサルティング事業と事業上の共通性が

高いことから、経営資源を統合することによって営業力の強化と効率化を図るため、平成17年12月1日にイー・アド

バイザー株式会社を吸収合併いたしました。  

 なお、当該合併に先立ち、平成17年10月12日にイー・アドバイザー株式会社の全株式をゴメス・コンサルティング

株式会社より取得し、イー・アドバイザー株式会社を当社直接の100％出資子会社としております。 

  

(3) ＳＢＩグループにおける当社グループの位置付けについて 

ＳＢＩホールディングス株式会社は平成17年12月末現在で当社の発行済株式総数の50.１％を所有する財務諸表等

規則に定める当社の「親会社」であります。  

 同社は、「アセットマネジメント事業」、「ブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業」、「ファイナ

ンシャル・サービス事業」を３つのコアビジネスとして相互シナジーを働かせ、幅広い金融事業を展開する総合金

融グループとしての事業基盤を急速に拡大させています。当社グループは、これら３つのコアビジネスのうち、

様々な金融商品の比較・検索・提供に関わる「ファイナンシャル・サービス事業」の中核企業として事業を展開し

ております。 



ＳＢＩホールディングス株式会社は、平成17年3月の公募増資及び第三者割当増資による新株式発行により、従来

同社の親会社であったソフトバンク株式会社、ソフトバンク・ファイナンス株式会社は親会社に該当しなくなりま

した。これに伴い、ソフトバンク株式会社、ソフトバンク・ファイナンス株式会社は当社の親会社に該当しなくな

りました。 

 また、ＳＢＩホールディングス株式会社は、平成17年７月１日付でファンド運営事業等を分割し、同社の100％子

会社であるＳＢＩベンチャーズ株式会社に承継するとともに、同日付で商号を「ソフトバンク・インベストメント

株式会社」から「ＳＢＩホールディングス株式会社」に変更し、持株会社に移行いたしました。ＳＢＩベンチャー

ズ株式会社は、平成17年７月１日付で商号を「ソフトバンク・インベストメント株式会社」に変更しております。 

 なお、当社グループとＳＢＩグループとの主な取引として、第５．経理の状況、１．連結財務諸表等、(1)連結財

務諸表、注記事項、関連当事者との取引に記載のとおり、当社グループはＳＢＩホールディングス株式会社から不

動産の賃借を受け、イー・トレード証券株式会社に個別株式・ファンドレポートを提供しております。 

  

上表中、ＳＢＩパートナーズ株式会社及びファイナンス・オール株式会社は、平成18年３月１日にＳＢＩホール

ディングス株式会社と合併いたしました。  

  

(4）モーニングスター・インクとの関係について 

 平成17年６月末現在で当社の発行済株式総数の34.8％を所有する財務諸表等規則に定める当社の「その他の関係

会社」であります。 

 同社は1984年に設立され、米国イリノイ州シカゴ市に本社を置いております。投資信託を中心に、様々な金融商

品に関する調査分析情報を提供するグローバルな運用調査機関です。モーニングスター・インク・グループは北

米、欧州、アジア・オセアニアの20カ国の拠点でビジネスを展開しており、世界42,000ファンドを含む10万銘柄に

及ぶ有価証券の調査分析及び評価情報を提供しております。当社はモーニングスター・インク・グループとの緊密

なリレーションを活用することで、モーニングスター・インク・グループの豊富な金融商品情報を国内の投資家、

金融機関に提供するとともに、日本の金融商品に関する調査分析情報をグローバルに提供しております。 

なお、同社は平成17年５月３日に米国ナスダック市場に上場いたしました。 



４【関係会社の状況】 

 （注) １ ＳＢＩホールディングス株式会社は、平成17年3月の公募増資及び第三者割当増資による新株式発行によ

り、従来同社の親会社であったソフトバンク株式会社、ソフトバンク・ファイナンス株式会社は親会社に該

当しなくなりました。これに伴い、ソフトバンク株式会社、ソフトバンク・ファイナンス株式会社は当社の

親会社に該当しなくなりました。 

 また、ＳＢＩホールディングス株式会社は、平成17年７月１日付で商号を「ソフトバンク・インベストメン

ト株式会社」から「ＳＢＩホールディングス株式会社」に変更いたしました。ＳＢＩベンチャーズ株式会社

は、平成17年７月１日付で商号を「ソフトバンク・インベストメント株式会社」に変更しております。 

 なお、ＳＢＩホールディングス株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。 

２ 特定子会社であります。 

３ 資本金は平成17年12月31日現在のものであります。 

４ モーニングスター インクについては、平成17年12月31日現在の株主資本金額を平成17年12月30日現在の為

替相場で換算して記載しております。 

５ ゴメス・コンサルティング株式会社については、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。 

ゴメス・コンサルティング株式会社の主要な損益情報等 

（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）  

①売上高    372百万円 

②経常利益   127百万円 

③当期純利益   95百万円 

 ④純資産額   783百万円 

 ⑤総資産額   894百万円 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業の内容 
議決権の
所有割合 
(％) 

議決権の
被所有割
合(％) 

関係内容 

(親会社)             

ＳＢＩホールディン

グス株式会社(注１) 
 東京都港区 

51,923 

 (注３) 

アセットマネジメン

ト、ブローカレッ

ジ、インベストメン

トバンキングをコア

ビジネスとした総合

金融サービス  

―   50.1 

業務委託・不動

産賃借・商品・

サービスの販売  

(連結子会社)             

モーニングスター・

アセット・マネジメ

ント株式会社 

東京都港区 30 投資顧問 100.0 ― 

商品・サービス

の販売 

役員の兼任…２

名 

ゴメス・コンサルテ

ィング株式会社 

(注２、５) 

東京都港区 373 

ウェブサイトの比

較・評価、マーケテ

ィングリサーチ 

84.9 ― 

業務の受託・委

託 

  

(持分法適用関連会

社)  
        ― 

  

  

株式会社株式新聞

社  
東京都中央区  122 日刊株式新聞の発行 26.8 ― 

商品・サービス

の販売及び購入  

(その他の関係会社)             

モーニングスター 

インク 

米国イリノイ州

シカゴ市 

20,510 

(注４) 

雑誌・インターネッ

トによる投資情報サ

ービス、投資アドバ

イス・ガイダンス業

務 

― 34.8 

ノウハウの提供 

分析・調査の指

導 

役員の兼務…３

名 



６ 従来、当社グループにはゴメス・コンサルティング株式会社の100％出資子会社としてイー・アドバイザー

株式会社がありましたが、平成17年12月1日に当社がイー・アドバイザー株式会社を合併いたしました。  

 合併前のイー・アドバイザー株式会社については、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。 

 イー・アドバイザー株式会社の主要な損益情報等 

 （自平成17年１月１日 至平成17年12月１日）  

 ①売上高    255百万円 

 ②経常利益    24百万円 

 ③当期純利益   23百万円 

 ④純資産額   107百万円 

 ⑤総資産額   204百万円 

  

５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注) １ 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を記載しております。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

(2) 提出会社の状況 

 （注) １ 従業員数は兼務役員を含む就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で表示して

おります。 

 ２ 平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

 ３ 平成12月1日子会社イー・アドバイザー株式会社を合併したことにより、前事業年度末に比べ、10名増加し

ております。 

４ 平均勤続年数は、合併した子会社イー・アドバイザー株式会社での勤務年数を通算しております。 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年12月31日現在

事業部門等の名称 従業員数（名） 

営業企画部門 11( 3) 

製作部門 4( 4) 

分析評価部門 18(14) 

管理部門 3( 2) 

合計 36(21) 

  平成17年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

23(12) 37.2 4.5 5,479 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）におけるわが国経済は、前半ではIT・デジタル関

連製品の在庫調整等から停滞局面でしたが、後半になり在庫調整が進み景気の踊り場を脱し、原油価格の上昇など

先行きに不透明感はあるものの、緩やかな景気回復が継続すると期待できる状況となりました。 

 このような環境下、当社グループの事業に関連性の高い投資信託市場においては、国内投資信託の純資産残高が

平成17年12月末において55兆3,476億円と平成16年12月末の40兆9,967億円と比較して１年間で、14兆3,509億円

（35.0％）の増加となりました。また、株式市場においても、インターネットによる個人投資家の増加により、平

成17年12月までの１年間の東京証券取引所第一部の株式売買高は459兆1,364億円と、平成16年12月までの１年間の

株式売買高323兆9,182億円と比較して、135兆2,182億円（41.7％）の増加となりました。一方、インターネットを

取り巻く環境におきましては、国内のブロードバンド世帯普及率は41％を超える状況となっております。 

 こうした事業環境は、当社グループの商品・サービスへの需要に反映され、全ての商品・サービス・カテゴリー

で売上増加となり、当連結会計年度の売上高は、前期の1,015百万円から244百万円、24.1％の増収となる1,259百

万円となりました。 

 営業利益は、売上総利益が前期比124百万円増加した一方、販売費及び一般管理費が外形標準課税の適用、賃料の

上昇などにより43百万円増加した結果、前期比81百万円、47.4％増加の252百万円となりました。その結果、経常

利益は263百万円となり、前年同期の174百万円から88百万円、50.6％の増益となりました。 

 当連結会計年度に子会社ゴメス・コンサルティング株式会社の第三者割当増資に伴う子会社株式のみなし売却益

55百万円が特別利益に計上され、子会社イー・アドバイザーとの合併による税効果が生じた結果、当期純利益は

263百万円となり、前期の106百万円から156百万円、147.8％の増益となりました。 

（商品・サービス別売上高内訳） 

（商品・サービス別売上） 

・投資教育・コンサルティング 

 販売金融機関向けのコンサルティングが順調に推移したこと、当社が開発したSRI指数である「MS-SRI」をベンチ

マークとしたインデックスファンドに関する収入が増加したことに加え、子会社のゴメス・コンサルティング株式

会社のウェブサイトに関する評価や企業向けコンサルティングが大きく伸張した結果、売上比率のもっとも高い投

資教育・コンサルティングの売上高は793百万円と順調な増加を示し、前期の658百万円から134百万円、20.4％の

増収となりました。 

 なお、当該部門の売上高には、イー・アドバイザー株式会社のセミナーを中心とする売上並びにモーニングスタ

ー・アセット・マネジメント株式会社の投資助言業務や、ゴメス・コンサルティング株式会社のウェブサイトに関

する評価や企業向けコンサルティングによる売上の大部分が含まれております。 

・個別株式・ファンドレポート 

 主要顧客である証券・金融業界に対する株式レポート、ファンドレポートの提供本数が着実に増加したことに加

え、月刊誌「ファンド・インベスター」の部数も順調に増加した結果、売上高は241百万円と前期の198百万円か

ら42百万円、21.6％の増収となりました。 

  （千円未満切捨て表示）

  

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額 
構成比 
（％） 

金額 
構成比 
（％） 

投資教育・コンサルティング 658,734 64.9 793,143 62.9 

個別株式・ファンドレポート 198,842 19.6 241,784 19.2 

カスタムデータ 78,778 7.8 87,156 6.9 

ウェブ広告 77,577 7.6 137,414 10.9 

その他 1,196 0.1 492 0.1 

合計 1,015,129 100.0 1,259,990 100.0 



・カスタムデータ 

 投資信託の組入れ株式に関して個別のファンドごとに集計したデータを購入する事業法人が増加したこと、「ス

ターレイティング」をはじめとした投信評価情報を採用するウェブサイト、携帯端末、金融機関、メディアが増加

したことで、売上高は87百万円と前期の78百万円から8百万円、10.6％の増収となりました。 

・ウェブ広告 

 当社ホームページにおけるページビュー数は、平成17年12月までの１年間で約53百万ページビューと前年１年間

で約37百万ページビューから、16百万ページビュー、42.5％増加し、広告価値が次第に増加しております。その効

果が当連結会計年度に収益となって現われたこと、金融商品の販売機関の広告に関するコンサルティング収入が大

きく伸張したことなどで、売上高は137百万円となり、前期の77百万円から59百万円、77.1％の増収となりまし

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ196百万円増加し、4,736百万円とな

りました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は222百万円となり、前連結会計年度の244百万円に対して21百万円の減少となりま

した。 

 これは、主に税金等調整前当期純利益が305百万円となり、前連結会計年度の187百万円に対して118百万円増加し

た一方、法人税等の支払額が前連結会計年度の46百万円から当連結会計年度は92百万円に46百万円増加したことに

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に支出した資金は145百万円となりました。 

 これは、主に持分法適用会社となった株式会社株式新聞社ほか投資先への出資によるものであります。 

 なお、前連結会計年度は、主として社債の償還による収入1,100百万円があったため、投資活動によるキャッシ

ュ・フローは、1,168百万円の減少となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は119百万円となりました（前期は17百万円の支出）。 

 これは、主として子会社ゴメス・コンサルティング㈱が実施した少数株主に対する新株発行147百万円によるもの

であります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績及び受注状況 

 当社グループの提供するサービスは広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとらない製品も多いため、

事業の種類別に生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

(2) 販売実績 

 （注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

（注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 
当連結会計年度 

金額（千円） 前年同期比（％） 

投資教育・コンサルティング 793,143 20.4 

個別株式・ファンドレポート 241,784 21.6 

カスタムデータ 87,156 10.6 

ウェブ広告 137,414 77.1 

その他 492 △58.9 

合計 1,259,990 24.1 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

イー・トレード証券株式会社 179,370 17.7 190,251 15.1 



３【対処すべき課題】 

(1) 当社グループの対処すべき課題の内容 

 当社グループ事業の拡大・発展には、商品やサービスの多様化、質の向上への努力が不可欠であるとともに、そ

の提供する情報の「中立性」と評価プロセスの「透明性」を維持することも、ユーザーの信頼を確保し、競争力を

維持・強化するためにきわめて重要であると認識しております。このため、正確なデータの収集と蓄積に努めると

ともに、評価の方法やプロセスにつきましても広く公開してユーザーの理解と信頼を得るように努力してまいりま

す。  

 さらに、情報の多様化を図るために、外部の情報サービス企業との連携を検討し、当社グループ独自のノウハウ

や人的資源と外部の資源をバランスよく活用することで、効率的な商品・サービスの開発と提供を行ってまいりま

す。 

 当社グループは、こうした施策により企業価値の増大を目的として、事業の発展と収益の拡大を追求するととも

に、「企業の社会的責任(CSR)」についても十分配慮して業務に取り組んでまいります。 

  

(2) 対処方針 

 当社グループは、中立的・客観的立場から一般投資家や消費者を含めたユーザーに有用な情報提供することによ

って、「投資家及び消費者主権の確立」に貢献するという理念のもと、金融を中心とした情報社会に不可欠な企業

グループとして成長していくことを目標としております。そのために、当社グループの信用力・ブランド力の向上

を図るとともに、既存の提供情報・商品を発展・拡充して、投資家・消費者のためにより有用な情報を提供するこ

と、そのための情報提供チャネルを開拓していくこと、当社グループ、ＳＢＩグループ、モーニングスター・イン

ク・グループでのシナジー効果を生かすことなどにより、中長期の事業運営をしていく所存です。 

  

(3) 具体的な施策 

 ① 社会的責任投資（SRI）関連事業の展開 

 個別企業の評価に際して、収益性の観点からだけでなく、環境や人権への配慮、社会への貢献度といった面から

の評価に基づく「社会的責任投資(SRI)」が注目されてきています。 

 当社は、平成15年5月から国内で唯一の社会的責任投資株価指数「モーニングスター社会的責任投資株価指数

（MS-SRI）」を運営管理しております。MS-SRI株価指数を活用してSRIの運用を行っている運用会社は既に5社にの

ぼっており、ファンド残高も順調に増加しております。 

 また、クイックやロイターといった外部の情報サービス機関に対しても、「SRI株価指数（MS-SRI）」を日々公開

しております。 

 当期は、子会社モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社が、イー・トレード証券株式会社が平成17

年10月24日から募集を開始したファンド・オブ・ファンズ形態の「アジアSRIファンド」に対し、基本配分比率、

組入れファンド選定等に関して投資助言提供を開始いたしました。「アジアSRIファンド」は、日本を含むアジア

全域で「社会的責任投資(SRI)」において優れたと判断されるファンドを選択し、分散投資を行うファンド・オ

ブ・ファンズであります。アジア全域のSRIに投資を行い、かつファンド・オブ・ファンズ形態のSRIファンドは、

わが国で初めての商品であります。 

 当社グループは、今後もSRI（社会的責任投資）を考慮に入れたファンドの組成を促進することに加え、機関投

資家や年金基金におけるMS-SRI株価指数の利用を促し、様々な投資家層における社会的責任投資の意識向上と社

会性の高い企業への投資を実現できる投資環境の構築を推進してまいります。 

  

 ② 調査対象Ｅコマースサイトの拡充 

 子会社であるゴメス・コンサルティング株式会社は、Ｅコマースサイトを多面的に評価し、多くのＥコマースラ

ンキングを発表しておりますが、今後も更なる調査対象カテゴリ及びサイトを拡大してまいります。また、Ｅコマ

ースサイトに対するコンサルティングを通じ、ユーザーの利便性の向上に貢献してまいります。 

 同社は設立以来、Ｅコマースサイト（IRサイトを含む）ランキングの評価対象サイトを順調に拡大させ、平成17

年12月末日時点で44カテゴリ、述べ684サイトを対象としたＥコマースサイトランキングを公表しております。同

社の評価情報はランキング対象の各業界関係者や新聞・雑誌などのメディアを中心に認知度を高めており、特にE

コマース運営企業における同社のウェブサイト分析能力に対する評価の高まりは、同社の提供するコンサルティン

グサービスの拡大として表れています。一方で、同社のＥコマースサイトランキングにおいてはユーザー視点に基

づいた評価を行っているものの、同社のランキング情報を利用して一般消費者がウェブサイトを選択する機会は、

一般消費者が同社のウェブサイトを直接訪問する場合や同社のランキング情報を掲載しているポータルサイト・比

較サイトを訪問した場合に限られています。こうした状況を踏まえ、同社の評価情報に対する一般消費者からの認

知度やロイヤルティを高める施策を行い、Ｅコマースオーソリティとしてのコンサルティングサービスの価値を高

め、法人向けサービスの更なる拡大を図ってまいります。 



 また、インターネット、Ｅコマースに関する市場・技術動向は変化が激しく、ウェブサイト運営企業が抱える課

題も多種多様で常に変化し続けています。当社がコンサルティングサービスの提供先企業から受ける相談は、ウェ

ブサイトそのものの課題に関するものだけでなく、Ｅコマースを成功させるためのあらゆる課題に及んでいます。

同社はウェブサイトに関するコンサルティングサービスをコアコンピタンスとして事業を展開していますが、クラ

イアントとなる企業のビジネスが成功するためには、ウェブ戦略だけでなく、広告やリアルなチャネルを含めた複

合的なマーケティング戦略、さらには経営戦略に踏み込んだコンサルティングサービスが必要となります。そうし

た企業からのニーズに応えるべく、同社の強みであるウェブサイトに関するコンサルティングサービスから派生す

る新サービスの展開を積極的に検討してまいります。 

  

 ③ 金融商品の販売機関に対するコンサルティングの強化 

 個人向け金融商品の提供において、販売金融機関の間での競争は激化する一方であり、顧客に対して個別のライ

フプランや資金の性格、リスクの許容に応じたきめ細かなサービスが求められております。当社はこのような需要

に対して、資産管理型営業を効率的に実施するためのサポートツールの提供やコンサルティング業務を強化してま

いります。 

 金融商品の販売機関に対するコンサルティングの強化の一環として、平成17年７月に、預金、個人向け国債、外

貨預金、投資信託等を一元的に組み込むことが可能な資産管理ツール「モーニングスター・ポートフォリオ・アド

バイザー」を開発し、主に金融機関の営業員に提供を開始いたしました。「モーニングスター・ポートフォリオ・

アドバイザー」は、一般的な株価指数データではなく、ファンドそのものの過去のパフォーマンスデータを活用す

る、より実践に即した運用シミュレーションツールとして開発いたしました。預金や個人向け国債といった金利商

品と、投資信託を中心とした変動商品を組み合わせてポートフォリオを作成することができるため、販売金融機関

においては、投資家への極め細やかなアドバイスの提供とともに幅広い金融商品の活用を促進することが可能とな

ります。 

 当社は、今回のアドバイス・ツールの提供を契機として販売金融機関とのより深いビジネスの展開を図るととも

に、投資家の最適な資産運用モデルの構築に寄与してまいります。 

 また、当社はこれまで主にインターネットサイトを通じて金融商品等の広告業務を行ってまいりました。この１

年間のインターネットサイト及びモバイルサイトのページビューは、53,412千ページビューとなり、前年の37,489

千ページビューから15,923千ページビュー(42%）の増加となりました。年間約７百万人が閲覧しているものと推測

され、独立の金融情報サイトとして国内で随一のものとなっております。今後、さらに個人投資家の皆様に有用な

情報を提供し、当社のサイトの広告価値を高める努力を行う所存です。 

 さらに金融商品に精通した当社は、インターネットサイト以外の媒体についても金融商品の販売機関等の広告活

動に有効な支援が実施できるため、金融商品の販売機関等の広告活動全般ついてのコンサルティング業務を強化し

てまいります。 

  

 ④ 比較・評価情報サービスの拡充 

 当社グループは、国内外の投資信託の評価情報をはじめ、債券・株式その他の金融商品情報や、Ｅコマースサイ

トの評価情報など、順次提供情報の質的・量的拡充に努めてまいりました。 

 本年４月に出資し関連会社となった株式会社株式新聞社は最大手の証券専門新聞社であり、国内の上場株式に関

して、強力な情報収集力を持っております。同じく本年４月に業務・資本提携を行った株式会社サーチナは、国内

最大規模の中国専門ポータル「中国情報局」の運営ほかを行う中国経済・産業情報のリサーチ会社であります。株

式新聞社及びサーチナとの業務提携を通じて、国内上場株式及び中国株式の情報を充実させていく所存でありま

す。 

 平成17年10月11日より、株式会社株式新聞社との業務提携の一環として、証券専門紙として国内最大の発行部数

を誇る日刊「株式新聞」の最終紙面にて、注目ファンドや新設ファンドの紹介、ファンドランキング、その他投資

教育など投資信託関連情報の提供を開始いたしました。 

 平成17年10月3日からの郵便局における投信窓販の開始や、平成19年頃から本格化する団塊世代の定年退職者の増

加により、投資信託による資産運用を検討する投資家層の拡大が予想されています。しかし、実践的な投資信託の

情報に対する需要が高まりつつある一方で、投資信託関連の情報を日々提供している機関はほとんど存在しないの

が実状でした。 

 このような状況を捉え、当社は、中立的かつ客観的な投資信託の情報を提供していくことで、ますます複雑化・

高度化する投資信託に関する知識をわかりやすく、かつ迅速に個人投資家にお伝えし、個人投資家の資産形成・資

産運用に役立ちたいと考えております。 

 また、当社は、当社の保有する豊富な国内投資信託のデータベースから、投資信託が組入れた株式の各銘柄に関

して個別にデータを集計することができ、事業法人に対して各社の株式が組入れられた国内投資信託の情報を適時

に提供できる体制を構築しております。このような情報は、各事業会社のIR活動・広報活動を中心に今後、需要が



拡大していくものと期待できます。今後も情報システム投資を怠らず、適時・的確に情報を提供できる体制を向上

させてまいります。 

 さらに、モーニングスター・インクとの提携を深めることにより、日本国内のみならず、米国ほか全世界のファ

ンドを中心とする金融商品情報を入手・加工して、金融機関・事業会社ほかに提供できる体制を強化していきたい

と考えております。 

 今後もグループ企業独自での開発や外部との提携・協力を通じて、インターネットのみならず、あらゆる媒体を

通じて総合的な比較・評価情報サービスの提供体制の推進してまいります。 

  

⑤ 個人向け投資教育サービスの推進  

 長期的な低金利のもとで個人の効率的な資産運用に対する需要が強まっております。 

これまで、子会社であったイー・アドバイザー株式会社は、ライフプランセミナーを年間500回以上開催し、個人

向けの投資教育及びライフプランニング支援を行ってまいりました。 

 イー・アドバイザー株式会社は、平成17年9月にセカンドライフ情報サイト「新生活塾 シニア」を新たに開設い

たしました。平成19年頃から本格化する団塊世代の大量退職を契機に、今後10年間で60歳を迎える方は1,920万人

を超えると予想されます。そのような状況において「新生活塾シニア」では、セカンドライフを充実させるため

に、最低限必要な「公的年金制度・企業・個人年金制度」「投資の基礎知識・生命保険に関する情報や知識」を分

かりやすく解説し、定年退職者が退職前後に行わなければならない手続きの種類や手続き方法などの情報を取りま

とめて提供いたします。 

 このようなイー・アドバイザー株式会社が行ってきた個人向けの投資教育及びライフプランニング支援事業は、

当社が行う法人向け確定拠出年金事業及び金融商品の販売金融機関向けコンサルティング事業と事業上の共通性が

高いことから、経営資源を統合することによって営業力の強化と効率化を図るため、平成17年12月1日にイー・ア

ドバイザー株式会社を合併いたしました。この合併により、イー・アドバイザー株式会社が行ってきた個人向けの

投資教育及びライフプランニング支援事業のノウハウとモーニングスターの個人資産形成のための情報提供、サポ

ートツールやコンサルティング業務のノウハウを総合的に提供できる体制を強化し、金融機関、事業会社、労働組

合等を通じて、個人向け投資情報サービスをより充実してまいります。 

  

 ⑥ 確定拠出年金関連事業 

 年金制度の見直しが進む中で確定拠出年金制度の導入を検討する企業が増加する傾向にあります。 

これは、金融商品の比較評価情報はもちろん、制度の適用を受ける従業員に対する投資教育、確定拠出年金制度の

実施企業や運営管理機関に対するコンサルティング業務など、当社グループの総合力を活かせる分野であり、積極

的に取り組んでまいります。 

 平成17年7月にSBIグループ企業であるSBIベネフィット・システムズの業務協力を受け、確定拠出年金導入企業に

おける退職者を主な対象として年金積立金の移換手続きを支援する情報サービスの提供を開始いたしました。 

 近年、大企業における確定拠出年金制度の導入が徐々に拡大した一方で、企業型確定拠出年金に加入し60歳以前

に退職した人が、手続きの煩雑さや情報不足によって、転職先に同様の企業型年金がない場合でも個人型年金への

年金移換手続きを行わずに積立金を放置するケースが急速に増加しています。このように放置された積立金は、国

民年金基金連合会に「自動移換」され、加入年数も考慮されないため、60歳になっても年金を受け取れない可能性

が生じます。こうした事態を抑制するため、厚生労働省は本年10月より政令を改定し、確定拠出年金制度を導入す

る全ての企業に対して、退職者に積立金移換の必要性を説明する「説明義務」を課すこととなりましたが、企業自

身や企業から委託を受けた運営管理機関において、この説明義務を果たすための十分な体制は未だ確立されており

ません。 

 このような現状をとらえ、当社は、専門的、中立的な情報提供者としての立場を活かして、企業・運営管理機関

側、加入者側の双方を支援し、適切な積立金移換を促進するためのサポートサービスを提供してまいります。 

 当社グループは、投資信託情報を始めとする金融情報の調査・分析・評価事業を通じて培ったノウハウを401ｋ分

野に活用することで、日本のリタイアメントプランニング市場における中立的かつ専門的なポータル（窓口）提供

者となることを目指しております。 

  

 ⑦ 業務提携及び資本提携 

 当社グループは、中長期的な成長を図るための経営戦略として、業務提携及び資本提携を有効な手段として捉え

ており、新たな顧客層の開拓、新たなサービスの提供、新たな情報入手手段の獲得など、当社グループの事業とシ

ナジー効果が見込め、当社グループに追加的な企業価値の創造をもたらすと見込まれる場合には、積極的に検討し

ていきたいと考えております。 

 当連結会計年度中に上記の観点から、株式会社株式新聞社及び株式会社サーチナに出資し、業務提携を行いまし

た。 



 株式会社株式新聞社の業務・資本提携は、ともに中立的な立場からの情報配信を手掛ける当社と株式新聞社の親

和性の高さを活かした業務提携を行い、両社が保有するコンテンツの融合を図り、より一層充実した金融総合情報

を提供していくことを目指すものであります。 

 両社は、情報サービスの提供だけに留まらず、双方が保有するコンテンツの融合による高付加価値コンテンツの

開発や、共同での投資教育セミナーの開催、投資助言サービス等の提供にも注力してまいります。 

 また、株式会社サーチナとの業務・資本提携は、両社が保有するコンテンツの融合を図り、当社の顧客や投資家

からの需要が高まってきている中国株や中国投資商品に関連する金融情報の提供を開始するとともに、サーチナの

保有する豊富な中国関連情報に当社のレーティング情報を加え、付加価値の高い情報を提供すること、共同で中国

関連銘柄の株式指数を開発し、そのデータ及びライセンスを提供すること、両社のコンテンツ及びノウハウを相互

に活用し、中国関連銘柄、中国関連ファンド等の投資助言業務を提供することなどのサービスを提供していきたい

と考えております。 

  



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業その他に関して経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項に

は以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成17年12月31

日）現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 業績の変動について 

 当社グループは、各種金融商品やインターネットサイトに関する比較・評価情報を提供する総合レーティング事

業を展開しておりますが、その特性上、景気動向や株式市況、市場金利の動向等の外部要因によって業績が大きく

変動する可能性があります。特に、株式市場の動向は、当社グループの主要顧客である投資信託業界や金融機関の

業績を大きく左右し、投資信託を中心とする各種金融商品情報への需要を変動させるため、当社グループの各事業

部門の売上も少なからぬ影響を受けることがあります。 

 当社グループでは、売上の多様化によって安定的な収益基盤の構築を図っておりますが、これら外部要因による

影響はコントロールが困難であり、株式市況の低迷等によって当社グループの業績が影響を受けることがありま

す。 

(2) コンピューターシステム等のトラブルについて 

 当社グループは、インターネットを通じて各種評価情報を提供するとともに、ホームページへの広告の掲載によ

って収入も得ております。インターネットは迅速で安価な情報提供手段であり、その拡充と安定性の確保には多大

な努力をしておりますが、システムへの予想を越えるアクセス数の増加による過負荷、機器やソフトウェアの不具

合、人為的ミス、回線障害、コンピュータウィルス、ハッカー等の悪意の妨害行為のほか、自然災害によってもシ

ステム障害が起こる可能性があります。 

 当社グループでは、さまざまなシステム障害対策を講じてはおりますが、何らかの理由により障害が発生した場

合、サービス停止による収益機会の喪失、顧客やユーザーからの信頼性低下などにより、当社グループの業績に影

響が出る可能性があります。 

(3) 当社グループの公正な中立機関としてのイメージについて 

 当社グループは、ＳＢＩホールディングスグループの日本における総合金融サービスの一翼を担っております。

当社グループの営業基盤は、当社グループの行う各種の比較・評価の客観性と中立性にあると考えております。し

たがって、ユーザーからの当社グループの事業に対する信頼性が損なわれないように、ＳＢＩホールディングスグ

ループとの協力関係は維持しながらも、当社グループの独立性を重視して、客観的かつ公正な比較・評価情報を提

供していく所存であります。 

 しかしながら、ユーザーが当社グループの提供する情報に関して客観性や中立性が欠如していると判断した場合

や、当社グループの提供するデータや記事の信頼性が、データの間違いや不適切な引用記事等によって損なわれ、

評価機関としてのイメージが低下した場合には、当社グループの業績や株価に悪影響を与える可能性があります。

(4) モーニングスターインクとの関係について 

 当社は、米国モーニングスターインクとの間でライセンシング・アグリーメントを締結し、モーニングスターイ

ンクの商標及び評価方法の使用を認められております。モーニングスターインクは、当社の発行済株式総数の

34.8％の株式を保有しており、同社の役職員３名が当社の取締役を兼務しています。仮にライセンシング・アグリ

ーメントが何らかの理由により解消された場合には、当社が現在使用している「モーニングスター」の商標及び評

価方法が使用できなくなり、当社の事業運営に重大な影響を与えます。 

また、当社は、米国モーニングスターインクから米国の投資信託に関する情報・データを購入・加工し、国内の金

融機関等に販売しております。仮に米国モーニングスターインクから、当該情報・データが購入できなくなった場

合、当社グループの業績が影響を受けることがあります。 

 ライセンシング・アグリーメントに基づくロイヤルティについては、平成12年１月から平成41年12月までの30年

間のロイヤルティを一括して支払うことで合意し、平成12年７月に全額の前払いを行いました。未経過の期間に係

るロイヤルティに相当する額については、長期前払費用として資産計上のうえ、支払対象期間にわたって毎期均等

額の費用化を行っております。 



(5) ＳＢＩホールディングスグループとの関係について 

 ＳＢＩホールディングス株式会社は、当社の発行済株式総数の50.1％を保有しております。当連結会計年度にお

ける当社グループのＳＢＩホールディングスグループ（ソフトバンク・インベストメント株式会社、イー・トレー

ド証券株式会社及びファイナンス・オール株式会社を含む）に対する売上高は、総売上高の23.7％強と高い比率と

なっていることから、これらの販売先の業績変動によって当社グループの業績に影響が出る可能性があります。そ

の他に、ＳＢＩホールディングスグループの金融サービス事業戦略、当社グループと取引を行っているＳＢＩホー

ルディングスグループの会社の経営方針等によっては、当社グループの事業運営等に影響を与える可能性があり、

特に今後相互に重複する事業が出てきた場合、当社グループによる当該事業の着手または推進に障害となる可能性

があります。 

(6) 知的所有権等について 

 これまで、当社グループの事業に関連した特許権等の知的所有権侵害に係る通知請求や訴え（損害賠償や使用差

し止めを含む）を起こされたことも、当社グループが起こしたこともありません。しかし、特許権、実用新案権、

商標権、著作権等の知的所有権が、当社グループの事業に対してどのように適用されるかは予想困難であり、今

後、当社グループの事業分野における第三者の特許等が成立した場合、または、すでに現在の事業分野において投

資やグループが認識していない特許等が成立している場合、当該特許権保有者より、損害賠償及び使用差し止め等

の訴えを起こされる可能性並びに当該特許に関する対価（ロイヤルティ）の支払等が発生する可能性があり、この

場合は当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(7) 個人情報の管理について 

 当社グループでは、その事業に必要な個人情報をはじめとした各種の個人情報を収集し活用しております。これ

らの個人情報の流出や外部による不正取得による被害の防止は、当社グループの事業にとってきわめて重要であ

り、当社グループではこれらの動向に注意し、顧客の利害が侵害されることのないようセキュリティ対策を講じて

おり、過去に顧客情報の漏えいや破壊等が起こったことは認識しておらず、また、情報漏えい等により損害賠償を

請求されたこともありません。しかし、今後個人情報の漏えい等があった場合、当社グループに対する信頼性低下

の可能性があるほか、法的責任を問われる可能性もあり、その結果として当社グループの業績等に影響を与える可

能性があります。 

なお、平成17年12月、財団法人日本情報処理開発協会より「プライバシーマーク」付与認定を受け、当社の個人情

報保護体制が高い水準であることが認められました。  

(8) 人材の確保について 

 当社グループでは、提供するサービスの多様化と差別化を図るために、ウェブサイトの開発担当者、データベー

ス管理者やプログラマー、評価分析を行うアナリスト、顧客ニーズに応じてさまざまな提案営業やコンサルティン

グのできる人材の確保・育成が重要な課題であると考えております。そのため、継続的な中途採用活動を行うとと

もに、従業員のモチベーション向上のために定期的な報酬の見直しやストックオプション等のインセンティブ維持

のための施策を講じております。しかし、今後業績の拡大に必要な人材を確保できなかったり既存の人材の社外へ

の流出が起こったりした場合、当社グループの事業活動に支障が生ずる可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1) 技術受入契約 

 ロイヤルティの支払については、モーニングスターインクとの間で締結したライセンシング・アグリーメントに

定められており、平成11年12月期までは当該アグリーメント及びモーニングスターインクとの覚書に基づきロイヤ

ルティの支払いは行っておりません。なお、平成12年５月に同社との間で、平成12年１月より平成41年（2029年）

12月までのロイヤルティを平成12年７月に一括して前払いすることで合意し、平成12年７月３日に支払いを実行い

たしました。 

 当該支払い金額は191,422千円でありますが、未経過期間に係るロイヤルティに相当する額は長期前払費用として

資産計上され、支払対象期間にわたって毎期均等額の費用化が行われます。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 以下の文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成17年12月31日）現在において当社グループが判

断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。これらの連結財務諸表の作成にあたり、連結決算日現在における財政状態並びに連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に影響を与える見積り及び判断を一定の会計基準の範囲内で行う必要がありま

す。しかし、見積り特有の不確実性が存在するため、実際の結果とこれらの見積りが異なる場合があります。 

 当社グループは、特に以下の事項が、当社グループの連結財務諸表の作成において使用される重要な見積りと判

断に大きな影響を及ぼすと考えております。なお、重要な会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 連結財

務諸表等 (1)連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりです。 

① 繰延税金資産の回収可能性 

 当社グループは、将来税務上減算される一時差異及び繰越欠損金に対して繰延税金資産を計上しております。繰

延税金資産の計上に際しては、将来の課税所得の見積り等に基づき、回収可能性が不確実であると判断される部分

を評価性引当額として、繰延税金資産から控除しております。 

 しかしながら、経営環境の変化等により将来の課税所得の見積り等が変動した場合、税法の改正などにより課税

所得から控除できる繰越欠損金の見積り等が変動した場合などには、繰延税金資産の計上額が変動する可能性が

あります。 

② 投資有価証券の評価 

 その他有価証券で時価のないものについては、移動平均法による原価法によっておりますが、将来投資先の業績

が悪化した場合には、減損の認識が必要となる可能性があります。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高及び営業利益 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べて244百万円（24.1％）増加し、1,259百万円となりました。

これは、売上高構成比の高い投資教育・コンサルティングの売上高が前連結会計年度比で134百万円（20.4％）増

と順調に伸びたことによるものであります。 

 また、営業利益は、前連結会計年度に比べ81百万円（47.4％）増加し、252百万円となりました。 

 詳細については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1)業績」をご参照ください。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

モーニングス

ター㈱ 

モーニングス

ター インク 
米国 

商品・サービス 

商標 

サービス及び技術の使用、販

売、複製 

商品・サービスの販売、提供

に際しての商標の使用 

平成10年４月８日締結 

無期限 



②営業外収益及び営業外費用 

 営業外収益は、当連結会計年度に持分法適用関連会社となった株式会社株式新聞社の持分法投資利益が10百万円

計上されたこと、前連結会計年度に運用損が生じていた出資金から運用益１百万円が生じた一方、前連結会計年

度に５百万円発生していた連結調整勘定償却額が償却期間が終了し発生がなくなったことにより、前連結会計年

度より7百万円（88.9％）増加して16百万円となりました。 

 営業外費用は、新株発行費の償却が前連結会計年度に比べ1百万円増加した一方、前連結会計年度に運用損が生

じていた出資金から運用益１百万円が生じたことなどにより、前連結会計年度とほぼ同額の４百万円となりまし

た。 

③経常利益 

  以上の結果、経常利益は、前連結会計年度に比べ88百万円（50.6％）増加し263百万円となりました。 

  

④特別利益及び特別損失  

 特別利益は、平成17年6月15日、子会社ゴメス・コンサルティング株式会社が実施した第三者割当増資により、

当社の持分比率が96.4％から84.9％となったことに伴う子会社持分変動によるみなし売却益55百万円が計上され

ました。 

 特別損失は、合併した子会社イー・アドバイザー株式会社の営業所閉鎖に伴う賃貸契約の解約損、固定資産の除

却損9百万円を計上し、また、3百万円前期損益修正損を計上した結果、12百万円となりました。 

  

⑤法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額  

当社は、合併した子会社イー・アドバイザー株式会社より繰越欠損金を引継ぎ、課税所得から繰越欠損金を控除

し、また、将来の課税所得の見積り等に基づき当該繰越欠損金のうち確実に回収可能と判断した金額を繰延税金

資産に計上した結果、税効果会計適用後の法人税等の負担率が、前連結会計年度の36.26％から12.44％に減少い

たしました。 

  

⑥当期純利益  

以上の結果、当期純利益は、前連結会計年度に比べ156百万円（147.8％）増加し263百万円となりました。  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①資金需要 

 当社グループの資金需要の主なものは、販売用及び自社利用ソフトウェアの制作費用でありますが、前連結会計

年度に計上したソフトウェア制作費は８百万円、当連結会計年度の計上額も14百万円であり、金額的に重要なも

のはありません。 

②資金の源泉 

 当社グループは、必要とする資金については営業活動によるキャッシュ・フローのほか、当連結会計年度末計上

額4,736百万円の現金及び現金同等物によりまかなっており、現時点では銀行借入れや増資による外部資金にたよ

らず、手許資金でまかなえる状況であります。 

③キャッシュ・フロー 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は22,935千円でありました。 

 有形固定資産の増加の主なものは、サーバー等の器具備品の購入6,686千円であります。 

 無形固定資産の増加の主なものとしては、変額年金用の資産配分ツールなどを中心としたソフトウェアへの投資

5,075千円であります。 

２【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 （注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 国内子会社 

 （注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （注) 主要な賃借設備は以下のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 特に記載すべき事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

 特に記載すべき事項はありません。 

  (平成17年12月31日現在)

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
(人) 

建物付属設備 
(千円) 

器具備品 
(千円) 

ソフトウェア 
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

本社 

(東京都港区) 
事務所 2,422 14,564 44,620 － 61,607 20 

名古屋事業所  

（愛知県名古屋市）  
事務所  － 437 － － 437 3 

  (平成17年12月31日現在)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
(人) 

建物付属設備 
(千円) 

器具備品 
(千円) 

ソフトウェア 
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

ゴメス・コンサ

ルティング㈱ 

本社 

(東京都港区) 
事務所 790 666 2,701 － 4,157 13 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
(面積㎡) 

年間賃借料(千円) 

当社 
本社 

(東京都港区) 

建物 

(153.7) 
17,440 

  
名古屋事業所 

（愛知県名古屋市）  

建物 

(90.3) 
2,859 

ゴメス・コンサルティング㈱ 
本社  

(東京都港区)  

建物  

(110.9) 
11,671 

モーニングスター・アセット・

マネジメント㈱ 

本社 

(東京都港区) 

建物 

(6.6) 
696 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）1. 平成17年３月24日開催の定時株主総会において、定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日

より28,000株増加し、263,00株となりました。  

 2.  平成17年10月13日開催の当社取締役会において、１株を２株とする株式分割の決議及び当該株式分割に伴い

商法第218条第2項の規定に基づいて会社が発行する株式の総数を株式分割の割合に応じて増加させる決議を

し、同年12月15日付で定款を変更したことにより263,000株増加し、526,000株となっております。  

 3.   定款において、「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定めております。

②【発行済株式】 

 （注）  提出日現在の発行数には、平成18年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの内容 

株主総会の特別決議日(平成13年３月15日) 

1

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 526,000 

計 526,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年３月24日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 131,624 131,670 
大阪証券取引所 

(ヘラクレス市場) 
― 

計 131,624 131,670 ― ― 

  
事業年度末現在 
(平成17年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日) 

新株予約権の数  168個   168個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 336株 336株  

新株予約権の行使時の払込金額 640,750円(注) 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年３月16日～ 

平成23年３月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   640,750円 

資本組入額  320,375円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利を付与された者は、当

社の取締役または使用人た

る地位を失った後もこれを

行使することができる。こ

の他、権利行使の条件の細

目については、当社と付与

対象者との間で締結する権

利付与契約による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分は認めな

い。 

同左 



 （注） 当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権の行使ならびに公募形式に

よる時価発行増資により新株を発行する場合を除く)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の併合が行なわれる場合、発行価額は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債 

第３回新株引受権付社債(平成12年３月７日発行) 

第４回新株引受権付社債(平成12年３月７日発行) 

第５回新株引受権付社債(平成12年３月７日発行) 

    既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

発行価額 
＝ 
調整前 

発行価額 
× 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

  
事業年度末現在 
(平成17年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日) 

新株引受権の残高(千円) 2,700 2,700 

新株引受権の権利行使により発行する株式の 

発行価格(円) 
12,500 同左 

資本組入額(円) 6,250 同左 

  
事業年度末現在 
(平成17年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日) 

新株引受権の残高(千円) 3,300 3,300 

新株引受権の権利行使により発行する株式の 

発行価格(円) 
12,500 同左 

資本組入額(円) 6,250 同左 

  
事業年度末現在 
(平成17年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日) 

新株引受権の残高(千円) 4,400 4,400 

新株引受権の権利行使により発行する株式の 

発行価格(円) 
12,500 同左 

資本組入額(円) 6,250 同左 



③ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

 第１回新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成15年３月19日) 

 （注) １．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。こ

の場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株引受

権、平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ８の規

定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く)は、払込金額を次の算式により

調整する。この場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２. 新株予約権の行使の条件は次の通りであります。 

(イ) 対象者は、新株予約権の行使にかかる払込金額の年間（１月１日～12月31日）の合計額は、1,200万円を

超えてはならない。 

(ロ) 対象者は、新株予約権の行使に際しては、発行された新株予約権の数に下記の各期間の右側に示した割合

を乗じて得られた数を上回って行使しないものとする。また、１個の新株予約権の一部行使はできない。

平成17年３月20日～平成18年３月19日    ３分の１ 

平成18年３月20日～平成19年３月19日    ３分の２ 

平成19年３月20日～平成25年３月19日    ３分の３ 

(ハ) 対象者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、もしくは従業員の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社取締役会が認めた

場合はこの限りではない。 

(ニ) 対象者が行使期間開始後において死亡した場合、その相続人は所定の手続きを取ることによって本新株予

約権の権利を行使することができる。 

(ホ) 対象者が以下の各号に該当した場合、以後本新株予約権を行使することはできない。 

a. 禁錮以上の刑に処せられたとき 

b. 所定の書面により本新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出たとき 

c. 当社の就業規則により懲戒解雇または論旨免職のいずれかの懲戒処分を受けたとき 

d. 不正行為、職務上の義務違反があったとき 

  
事業年度末現在 
(平成17年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年２月28日) 

新株予約権の数 1,054個 1,010個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 2,108株 2,020株 

新株予約権の行使時の払込金額 115,000円(注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年３月20日～ 

平成25年３月19日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   115,000円

資本組入額   57,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分をするこ

とはできない。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・併合の比率 

    既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
×

新規発行前の株価 

既発行株式数・新規発行株式数 



e. 当社に不利益を及ぼす恐れがあると判断される企業、団体または当社の同業他社の取締役、監査役、使

用人またはコンサルタント等となったとき 

f. 破産、民事再生、特定調停の申立を受け、もしくは自らこれを申立てたとき、または差押、仮差押、仮

処分の申立もしくは滞納処分を受けたとき   

  

第２回新株予約権  

株主総会の特別決議日(平成18年３月23日) 

平成18年3月23日開催の第9回定時株主総会において、第２回新株予約権を発行することを決議いたしました。

なお、実際の当該新株予約権の発行は、取締役会において新株予約権の発行決議がなされることが条件となり

ます。当有価証券報告書提出日現在、取締役会において新株予約権の発行決議はなされておりません。  

（注) １．新株予約権の目的となる株式の数 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、目的たる株式の数を次の算式により調整する。 

この場合、調整により生ずる0.01株未満の端数は切り捨てる。 

  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率  

  

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株式

の数を調整することができる。  

２． 新株予約権の数 

新株予約権1個当たりの目的たる株式の数は1株とする。ただし、上記(1)に定める株式の数の調整を行った

場合は、同様の調整を行う。  

３．新株予約権の行使時の払込金額  

各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引

が成立していない日を除く。）の大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社株式普通取引の終値の平均値

に1.03を乗じた金額とし、1円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が新株予約権発行の日の終値（取

引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整す

る。この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約

権、平成14年4月1日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権および同改正前商法第341条ノ8の規定

に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）は、払込金額を次の算式により

調整する。この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。  

  
事業年度末現在 
(平成17年12月31日) 

提出日現在 
(平成18年３月24日) 

新株予約権の数 － 
1,000個を上限とする 

(注２） 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 － 
1,000株を上限とする 

(注１） 

新株予約権の行使時の払込金額 － (注３） 

新株予約権の行使期間 － 
平成20年３月24日～ 

 平成28年３月23日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 
－ 未定 

新株予約権の行使の条件 － (注４） 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

新株予約権の譲渡につい

ては取締役会の承認を要

する。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・併合の比率 



  

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「新規発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとする。  

さらに、新株予約権発行後、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とする場合

には、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。  

４． 新株予約権の行使の条件 

 ① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある

場合として当社取締役会が認めた場合はこの限りではない。 

② この他の条件は、本定時株主総会決議に基づくその後の取締役会決議に定めるところによる。  

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ １株を４株とする株式の分割(※１) 

２ 第３回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            848株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

３ 第３回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            24株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

第４回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            316株 

    既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
×

新規発行前の株価 

既発行株式数・新規発行株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成13年１月１日 

～ 

平成13年12月31日 

(注)１、２ 

44,912 59,600 10,600 1,558,000 10,812 1,948,799 

平成14年１月１日 

～ 

平成14年12月31日 

(注)３ 

340 59,940 4,250 1,562,250 4,335 1,953,134 

平成15年１月１日 

～ 

平成15年12月31日 

(注)４ 

5,348 65,288 492,765 2,055,015 493,027 2,446,161 

平成16年１月１日 

～ 

平成16年12月31日 

(注)５ 

476 65,764 5,950 2,060,965 6,069 2,452,230 

平成17年１月１日  

 ～ 

 平成17年12月31日 

 (注)６，７ 

65,860 131,624 3,060 2,064,025 3,066 2,455,296 



発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

４ 有償・第三者割当(割当先：ソフトバンク・ファイナンス株式会社) 

発行株数           4,300株 

発行価格          223,100円 

１株当たり資本組入額    111,550円 

第３回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            36株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

  

第４回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            408株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

第５回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            604株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

５ 第３回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            36株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

第４回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            172株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

第５回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            268株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

６ １株を２株とする株式の分割(※２)  

７ 第５回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

 発行株数            24株 

 発行価格          25,000円 

 １株当たり資本組入額    12,500円 

 第１回新株予約権 

 発行株数            25株 

 発行価格          230,000円（23株）115,000円（2株） 

 １株当たり資本組入額    115,000円（23株） 57,500円（2株）  

 ８ 平成18年１月１日から本有価証券報告書の提出日の前月末（平成18年2月28日）までに新株引受権の行使に

より、発行済株式数が46株増加し、資本金及び資本準備金が各々2,645千円増加いたしました。 

  

 (※１) 平成13年１月25日開催の当社取締役会において、平成13年５月18日をもって、当社発行の額面普通株式

(額面金額50,000円)１株を無額面普通株式４株に分割いたしました。これにより株式数は、44,064株増加

しております。 

(※２） 平成17年10月13日開催の当社取締役会において、平成17年12月15日をもって、当社発行の普通株式(額面

１株を２株に分割いたしました。これにより株式数は、65,811株増加しております。  



(4）【所有者別状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注）１ ＳＢＩホールディングス株式会社は、平成17年７月１日付で商号を「ソフトバンク・インベストメント株式

会社」から「ＳＢＩホールディングス株式会社」に変更しております。 

 ２ ※ 発行済株式総数に対する所有株式数の割合が３％未満の個人株主については、住所の一部を割愛して記

載しております。 

  

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
― 3 5 33 7 3 2,292 2,343 ― 

所有株式数

(株) 
― 947 430 66,234 47,384 19 16,610 131,624 ― 

所有株式数の

割合(％) 
― 0.72 0.33 50.32 36.00 0.01 12.62 100.00 ― 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

ＳＢＩホールディングス株式

会社（注）１ 
東京都港区六本木1-6-1 65,936 50.09 

モーニングスターインク 

(常任代理人 大和証券エス

エムビーシー株式会社) 

米国イリノイ州シカゴ市 

ウェストワッカードライブ225 

(東京都千代田区丸の内一丁目8-1) 

45,864 34.84 

富春 勇 広島県広島市西区※ 1,000 0.75 

北尾 吉孝 東京都新宿区※ 940 0.71 

エイチエスビーシーバンクピ

ーエルシーアカウントアトラ

ンティスジャパングロースフ

ァンド 

(常任代理人 香港上海銀行東

京支店)  

  

（東京都中央区日本橋3-11-1）  
900 0.68 

大阪証券金融株式会社  大阪府大阪市中央区北浜二丁目4-6  800  0.60 

鈴木 智博 石川県金沢市※ 610 0.46 

トウカイトウキョウセキュリ

ティーズリミテッド 

(常任代理人 東海東京証券

株式会社) 

香港コンノートプレイス8 ワンエクスチ

ェンジスクエア スィート1704 

(東京都中央区京橋一丁目7-1) 

454 0.34 

大西 健一 広島県広島市西区※ 425 0.32 

南城 秀光  大阪府大阪市天王寺区※ 362 0.27 

計 ― 117,291 89.11 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。 

① 当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、新株引受権方式により、平成13年３月15日定時株主総

会終結の時に在任する取締役１名及び同総会終結の時に在籍する使用人７名に対して付与することを、平成13年

３月15日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

 （注） 当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権の行使ならびに公募形式

による時価発行増資により新株を発行する場合を除く)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 131,624 131,624 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 131,624 ― ― 

総株主の議決権 ― 131,624 ― 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

決議年月日 平成13年３月15日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役１名および当社使用人７名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 336株 

新株予約権の行使時の払込金額 640,750円(注) 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年３月16日 

至 平成23年３月15日 

新株予約権の行使の条件 

１．権利を付与された者は、当社の取締役または使用人

たる地位を失った後もこれを行使することができ

る。 

２．この他、権利行使の条件の細目については、当社と

付与対象者との間で締結する権利付与契約による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分は認めな

い。 

    既発行 新規発行株式数×１株当たり払込金額 



また、株式の併合が行なわれる場合、発行価額は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

②当該制度は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成15年３月19日定時株主総会終結の時に在任

する取締役及び同日に在籍する使用人並びに当社子会社の取締役及び使用人に対して特に有利な条件をもって新

株予約権を発行することを、平成15年３月19日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制

度の内容は次のとおりであります。 

 （注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。こ

の場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株引受

権、平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ８の規

定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く)は、払込金額を次の算式により

調整する。この場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２ 新株予約権の行使の条件は次の通りであります。 

(イ) 対象者は、新株予約権の行使にかかる払込金額の年間（１月１日～12月31日）の合計額は、1,200万円を

超えてはならない。 

(ロ) 対象者は、新株予約権の行使に際しては、発行された新株予約権の数に下記の各期間の右側に示した割合

を乗じて得られた数を上回って行使しないものとする。また、１個の新株予約権の一部行使はできない。

平成17年３月20日～平成18年３月19日    ３分の１ 

平成18年３月20日～平成19年３月19日    ３分の２ 

平成19年３月20日～平成25年３月19日    ３分の３ 

調整後 

発行価額 
＝ 
調整前 

発行価額
× 
株式数 ＋ 分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

決議年月日 平成15年３月19日

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役６名 

当社使用人16名 

子会社イー・アドバイザー株式会社の取締役３名 

子会社イー・アドバイザー株式会社の使用人10名 

子会社ゴメス株式会社の取締役３名 

子会社ゴメス株式会社の使用人７名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 2,108株 

新株予約権の行使時の払込金額 115,000円(注) １ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月20日 

至 平成25年３月19日 

新株予約権の行使の条件 (注) ２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分をすること

はできない。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割・併合の比率 

    既発行 

株式数 
＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数・新規発行株式数 



(ハ) 対象者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、もしくは従業員の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社取締役会が認めた

場合はこの限りではない。 

(ニ) 対象者が行使期間開始後において死亡した場合、その相続人は所定の手続きを取ることによって本新株予

約権の権利を行使することができる。 

(ホ) 対象者が以下の各号に該当した場合、以後本新株予約権を行使することはできない。 

a. 禁錮以上の刑に処せられたとき  

b. 所定の書面により本新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出たとき  

 c. 当社の就業規則により懲戒解雇または論旨免職のいずれかの懲戒処分を受けたとき 

 d. 不正行為、職務上の義務違反があったとき 

 e. 当社に不利益を及ぼす恐れがあると判断される企業、団体または当社の同業他社の取締役、監査役、使用

人またはコンサルタント等となったとき 

f. 破産、民事再生、特定調停の申立を受け、もしくは自らこれを申立てたとき、または差押、仮差押、仮処

分の申立もしくは滞納処分を受けたとき  

  

③当該制度は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成18年３月23日の定時株主総会において、

当社及び子会社の取締役及び使用人に対して新株予約権を発行することを特別決議されたものでありま

す。当該制度の内容は次のとおりであります。なお、実際の当該新株予約権の発行は、取締役会において

新株予約権の発行決議がなされることが条件となります。当有価証券報告書提出日現在、取締役会におい

て新株予約権の発行決議はなされておりません。   

  

 （注) １．新株予約権の目的となる株式の数 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、目的たる株式の数を次の算式により調整する。 

この場合、調整により生ずる0.01株未満の端数は切り捨てる。 

  

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率  

  

 また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株

式の数を調整することができる。  

２．新株予約権の行使時の払込金額   

 各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取

引が成立していない日を除く。）の大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社株式普通取引の終値の平均

値に1.03を乗じた金額とし、1円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が新株予約権発行の日の終値

（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整

する。この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  

決議年月日 平成18年３月23日

付与対象者の区分及び人数 

当社及び子会社の取締役及び使用人 

その他は、本定時株主総会決議に基づくその後の取締役

会決議で定める。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,000株を限度とする。(注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月24日 

至 平成28年３月23日 

新株予約権の行使の条件 (注) ３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割・併合の比率 



 また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約

権、平成14年4月1日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権および同改正前商法第341条ノ8の規定

に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）は、払込金額を次の算式により

調整する。この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。  

  

 なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「新規発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとする。  

さらに、新株予約権発行後、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とする場合に

は、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。  

 ３． 新株予約権の行使の条件 

 ① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある

場合として当社取締役会が認めた場合はこの限りではない。 

 ② この他の条件は、本定時株主総会決議に基づくその後の取締役会決議に定めるところによる。 

  

    既発行 

株式数 
＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数・新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を経営の最重要目的とする一方、内部留保による事業投資で収益力を向上させ、企業価

値の増大を図ることもまた、株主の期待にお応えするものと認識しております。 

 当期の利益配当金につきましては、業績、事業投資のための内部留保必要額、配当性向などを総合的に勘案いたし

まして、１株につき400円の配当といたしました。 

 なお、前期（第8期）の利益配当金は１株につき450円でありますが、当期中（平成17年12月15日）に１株を２株と

する株式分割を行っており、前期の利益配当金を株式分割後の株数で計算すると225円に相当いたしますので、当期

の利益配当金は前期に比べ、１株につき175円相当の増配となります。 

 今後も経営成績、収益力向上に向けた事業投資のための内部留保及び経営環境などを勘案しつつ、配当その他の株

主還元策を検討してまいる所存であります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ヘラクレス市場)におけるものであります。 

◇印は、株式分割権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ヘラクレス市場)におけるものであります。 

 ◇印は、株式分割権利落後の株価であります。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高(円) 
4,300,000 

◇1,450,000 
426,000 342,000 327,000 

270,000 

 ◇211,000 

最低(円) 
1,490,000 

◇280,000 
79,000 82,900 141,000 

163,000 

 ◇135,000 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 250,000 239,000 234,000 
270,000 

 ◇152,000 
 145,000  211,000 

最低(円) 226,000 208,000 210,000 
216,000 

 ◇146,000 
 135,000  137,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

代表取締役 執行役員ＣＯＯ 朝倉 智也 昭和41年３月16日生 

平成元年４月 

平成２年１月 

平成７年６月 

平成10年11月 

平成12年２月 

平成12年３月 

平成13年３月 

平成13年５月 

平成16年３月 

平成16年７月 

 平成17年３月 

 平成17年12月 

株式会社北海道拓殖銀行 入行 

メリルリンチ証券会社 入社 

ソフトバンク株式会社 入社 

当社 入社 

当社 インターネット事業部長 

当社 取締役インターネット事

業部長 

当社 常務取締役 

モーニングスター・アセット・

マネジメント株式会社 取締役

(現任) 

当社 代表取締役専務 

 当社 代表取締役社長 

 当社 代表取締役執行役員ＣＥＯ 

 当社 代表取締役執行役員ＣＯＯ

（現任） 

20 

取締役  執行役員ＣＥＯ 北尾 吉孝   昭和26年1月21日生  

昭和49年４月 

平成３年６月 

平成４年６月 

  

平成11年３月 

  

  

 平成11年7月 

  

  

  

  

平成15年６月 

  

  

  

平成15年８月 

  

平成17年６月 

  

  

 

  

平成17年12月 

平成18年３月 

野村證券株式会社 入社   

 野村企業情報株式会社 取締役 

野村證券株式会社 事業法人三部

長  

ソフトバンク・ファイナンス株

式会社（現ソフトバンク・エー

エム株式会社） 代表取締役 

当社 代表取締役 

ソフトバンク・インベストメン

ト株式会社（現 ＳＢＩホール

ディングス株式会社） 代表取締

役  

ソフトバンク・インベストメン

ト株式会社（現 ＳＢＩホール

ディングス株式会社） 代表取

締役執行役員ＣＥＯ（現任） 

ファイナンス・オール株式会社

代表取締役ＣＥＯ  

イー・トレード証券株式会

社 取締役会長 (現任) 

ソフトバンク・インベストメン

ト株式会社 代表取締役執行役

員ＣＥＯ（現任） 

当社 執行役員ＣＥＯ（現任）  

当社 取締役（現任）  

940 

取締役 執行役員ＣＦＯ 小川 和久 昭和37年１月４日生 

昭和61年10月 

平成４年12月 

平成６年６月 

平成７年３月 

平成７年８月 

平成17年３月 

英和監査法人(現あずさ監査法

人) 入社 

青山監査法人(現中央青山監査

法人) 入社 

株式会社田中通商 取締役 

青山監査法人(現中央青山監査

法人) 入社 

監査法人トーマツ入社 

当社 取締役ＣＦＯ(現任) 

― 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

取締役 

プロダクト・サ

ービス部 

ゼネラル・マネ

ージャー 

佐原 正之助 昭和43年５月１日生 

平成３年４月 

平成10年４月 

平成13年５月 

平成16年１月 

平成17年１月 

平成17年３月 

山一證券 入社 

当社 入社 

モーニングスター・アセット・

マネジメント株式会社 取締役

(現任) 

当社 企画部長 

当社 プロダクト・サービス部 

ゼネラル・マネージャー (現

任) 

当社 取締役(現任) 

100 

取締役  

 セールス＆マ

ーケティング部 

ゼネラルマネー

ジャー  

古庄 聡  昭和44年３月18日生 

平成３年４月 

平成12年４月 

平成17年１月 

平成17年３月 

平成18年３月 

千代田生命保険相互会社入社 

当社入社 

当社セールス＆マーケティング

部ゼネラルマネージャー(現

任)  

モーニングスター・アセット・

マネジメント株式会社 取締役 

  

当社 取締役（現任）   

― 

取締役 ― 

ドナルド・ 

ジェイムズ・ 

フィリップス二世 

昭和37年４月10日生 

昭和61年10月 

平成３年１月 

平成８年１月 

平成10年４月 

平成12年10月 

モーニングスター インク 入社 

モーニングスター インク 

取締役副社長 

モーニングスター インク 

取締役社長 

当社 取締役(現任) 

モーニングスター インク 

マネジング・ディレクター(現

任) 

― 

取締役 ― タオ・ファン 昭和37年12月19日生 

平成２年８月 

平成10年１月 

平成10年３月 

平成10年５月 

平成12年３月 

平成12年10月 

モーニングスター インク 入社 

モーニングスター インク 

バイスプレジデント 

当社 取締役 

当社 代表取締役 

当社 取締役(現任) 

モーニングスター インク 

ＣＯＯ(現任) 

― 

取締役 ― 
ベビン・ 

デズモンド 
昭和41年11月９日生 

昭和63年９月 

平成元年２月 

平成元年９月 

平成２年２月 

平成３年１月 

平成３年９月 

平成５年９月 

平成11年10月 

平成12年10月 

マサチューセッツ州エベレスト

市職員 

ピーコック ペーパ一社 入社 

マウス アンド ホフマン社 入

社 

ローエン グループ 入社 

マルテック グループ 入社 

イリノイ住宅サービス 入社 

モーニングスター インク 入社 

当社 取締役(現任) 

モーニングスター インク 

国際業務部長(現任) 

― 

 



 （注） 監査役 村井弘光、黒澤範夫、伊永功、藤井厚司の４名は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する

法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

常勤監査役 ― 村井 弘光 昭和15年２月１日生 

昭和37年４月 

平成元年９月 

平成３年４月 

平成12年３月 

平成18年３月 

株式会社富士銀行 入行 

テルモ株式会社 入社 

サンデンインターナショナル株

式会社 入社 

当社 常勤監査役(現任) 

モーニングスター・アセット・

マネジメント株式会社 監査役

(現任)  

― 

監査役 ― 黒澤 範夫 昭和13年１月29日生 

昭和36年４月 

昭和63年７月 

平成元年６月 

平成７年６月 

平成９年10月 

平成11年６月 

  

平成12年５月 

  

平成13年３月 

平成17年６月 

野村證券株式会社 入社 

同社 法人企画部長 

株式会社野村総合研究所 

東京研究本部部長 

野村投信委託株式会社 常任顧

問 

野村アセット・マネジメント投

信株式会社 経営理事 

イー・トレード株式会社（現Ｓ

ＢＩホールディングス株式会

社）常勤監査役 

ソフトバンク・ファイナンス株

式会社（現ソフトバンク・エー

エム株式会社）常勤監査役 

当社 監査役(現任) 

ソフトバンク・インベストメン

ト株式会社 常勤監査役（現

任）ＳＢＩホールディングス株

式会社 監査役 (現任) 

― 

監査役  ―  伊永 功 昭和12年３月24日生 

昭和36年４月 

  

平成３年６月 

  

  

平成10年10月 

平成15年６月 

平成18年３月 

株式会社富士銀行(現みずほ銀

行) 入行  

大東証券株式会社（現みずほイ

ンベスターズ証券株式会

社） 取締役国際部長 

大沢証券株式会社（現イー・ト

レード証券株式会社） 監査役  

イー・トレード証券株式会

社 常勤監査役（現任）  

当社 監査役(現任)  

― 

監査役 ― 藤井 厚司 昭和30年12月18日生 

昭和55年４月 

  

  

平成８年５月 

平成10年７月 

平成11年３月 

  

平成13年４月 

  

  

  

平成16年９月 

  

平成17年９月 

  

平成18年３月 

三菱化成工業株式会社（現株式

会社三菱ケミカルホールディン

グス） 入社 

ソフトバンク株式会社 入社 

同社 管理本部経理部長  

ソフトバンク・アカウンティン

グ株式会社 代表取締役社長 

ソフトバンク・ファイナンス株

式会社（現ソフトバンク・エー

エム株式会社） 取締役経理担

当  

ＳＢＩパートナーズ株式会

社 取締役執行役員 

ＳＢＩパートナーズ株式会

社 常勤監査役 

当社 監査役(現任)   

― 

計 1,060 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社グループは、企業経営の透明性と健全性を維持し、迅速な経営判断による各種施策を効率的に執行すること

が、取引先や社会からの信頼を確保し、企業価値の増大を通じて株主に対する責任を果たしていく上での重要と考

えております。 

 そのために、当社グループでは、取締役会の適切かつ機動的な運営によって、経営効率の向上に努めるととも

に、各取締役にも経営の最高意思決定機関のメンバーとしての責任の自覚を強く求めております。また、社内外に

対して公正かつ適切な情報開示を積極的に行い、同時に監査体制の充実をはかることにより、コーポレート・ガバ

ナンスの充実に取り組んでおります。 

(1) 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

(a) 会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況、リスク管理体制の整備の状況、内部監査及び監査役監

査、会計監査の状況 

取締役並びに取締役会の機能・責任を明確にするため、執行役員制度を導入しております。  

業務執行に関しては、執行役員ＣＥＯ、執行役員ＣＯＯ、執行役員ＣＦＯ及び執行役員常務の４名がこの任にあ

たっており、経営環境の変化に対応しうる柔軟な業務執行体制を構築しております。なお、執行役員のうち３名が

取締役を兼務しております（代表取締役執行役員ＣＯＯ、取締役執行役員ＣＥＯ及び取締役執行役員ＣＦＯ）。  

また、当社グループでは、毎月１回、グループ経営会議を執り行っており、取締役に加え、執行役員、子会社の

代表取締役、取締役等が参加し、当社グループの業務執行に関する重要事項を協議、審議しており、グループ経営

方針の徹底、業務執行の効率化等を図っております。  

  

・当社の業務執行・監視及び内部統制の仕組 （平成18年3月23日現在）   

  

  

法令やルールの遵守、各種規程の整備と適切な運用については、執行役員ＣＦＯが中心となって充実・強化を図

っております。   

当社が入手・保持する情報については、執行役員ＣＦＯが中心となって、情報システム管理規程の遵守徹底は図

るとともに、個人情報保護法遵守のために個人情報管理責任者を設置し、個人情報の管理徹底を図っておりま

す。平成17年12月、財団法人日本情報処理開発協会より「プライバシーマーク」付与認定を受け、当社の個人情

報保護体制が高い水準であることが認められました。  

 また、コンピュータシステム障害に備えた安全対策はプロダクト・サービス部を中心に安定的なシステム運営に

取り組んでおります。リスク発生時には執行役員ＣＯＯを責任者として情報の収集や対応策及び再発防止策の検

討・実施を行うとともに関係機関への報告・情報開示を行うことをしております。 



投資家向けの財務情報その他企業情報の開示は経営の透明性を高める重要な活動と認識し、執行役員ＣＯＯと執

行役員ＣＦＯが中心に、㈱大阪証券取引所の企業開示の手引きにしたがって迅速かつ正確な情報開示を行う体制

を構築しております。  

内部監査は、内部監査室長１名より行なわれ、当社各事業部及び子会社の業務が内部統制下において、関係法

令、定款及び社内諸規程に従い、適正かつ有効に運用されるように監査を行い、その結果及び改善勧告を、代表

取締役に報告しております。内部監査での改善勧告は代表取締役執行役員ＣＯＯの指示のもと、執行役員ＣＦＯ

を中心に改善活動を行っております。  

当社の監査役会は４名で構成されており、常勤監査役１名と非常勤監査役３名はいずれも社外監査役でありま

す。監査役会で策定された監査計画に基づき、取締役会、グループ経営会議をはじめとする重要な会議への出席

や、業務執行状況の調査を行い、取締役の職務執行の監査を行っております。  

 会計監査につきましては、監査法人とは決算時期・中間決算時期のみならず、幅広い期間にわたって、状況報

告、意見交換の機会を設けております。 

 また、内部監査室、常勤監査役及び監査法人は、状況報告、意見交換の機会を設けております。 

なお、平成17年12月期における会計監査体制は以下のとおりであります。  

  

 会計監査業務にかかわる補助者の構成 

公認会計士２名 会計士補３名 

  

 (b) 役員報酬の内容 

 役員報酬等の内容は以下のとおりであります 

 取締役及び監査役に支払った報酬 

取締役   25,801千円 

 (上記のほか、使用人兼務取締役(３名)に対する使用人給与として20,373千円を支給しています。) 

 監査役    7,000千円 

  

(C) 監査報酬の内容  

 当社の監査法人である中央青山監査法人に対する報酬 

 監査契約に基づく監査証明に係る報酬の金額 8,000千円 

  

 (2) 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要  

 社外監査役４名のうち３名は、当社の親会社あるいは親会社の他の子会社の取締役または監査役に就任しておりま

す。 

 ただし、当該監査役は、当社グループのその他の取締役、監査役と家族関係その他の人的関係を有さず、また、当

社への就任に関して、資本的関係または取引関係その他の利害関係を取り決めたことはありません。 

  

(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近における実施状況  

 当社は、取締役会を機動的に開催することにより、円滑な意思疎通と経営方針の周知徹底をはかり、迅速な判断に

基づく事業展開と業務執行に取り組んでおります。 

 また、社内の各部においては、小規模組織の利点を生かして、随時、部会を開催するなど機動的な運営を図ること

によって、経営方針や業務上の問題に対する認識を共有し、あわせて業務の改善や問題点の解決に活かすようにし

ております。 

一方、内部統制に関しては、従来、代表取締役の指名する者が内部監査を実施し、業務の効率的な遂行を監視する

とともに、各部門の業務に対するコンプライアンスの監視を行いましたが、平成17年７月１日付けで、内部監査室

を設置し、内部監査室が各業務が内部統制システム下において、関係法令、定款及び社内諸規程に従い、適正かつ

有効に運用されるよう、調査、報告、勧告を行っております。  

 当期は財団法人日本情報処理開発協会に「プライバシーマーク」付与申請を行うために、個人情報保護管理を中心

に情報管理体制の徹底的な見直しを行い、必要な改善処置を実施いたしました。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 

指定社員 関根 愛子 
中央青山監査法人 

業務執行社員 岩尾 健太郎 



対外的なIR活動につきましては、適時開示ルールの厳守に努めるほか、四半期決算を含めた決算発表時には報道機

関や機関投資家を主たる対象とした説明会を年間５回開催いたしました。同時にこれらの情報に関する資料は、速

やかに当社のウェブサイトへ掲載するようにしており、これらを通じて公平でタイムリーな情報の開示に努めてお

ります。 

  

(4) 関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針  

当社は、親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社が傘下に擁する金融関連のグループ企業各社と緊密な関

係を保ち、相互のシナジー効果によって競争力の強化を図ることで、効率的な経営と事業展開を追求しておりま

す。  

また、当社の大株主である米国モーニングスター・インクは、投資信託等の評価に関するノウハウやライセンス

の供給元であり、相互に米国及び日本の投資信託を中心とする金融商品情報を提供しております。  

これらの関連当事者とは、当社の情報サービスやコンサルティングサービスの提供などの営業取引に加えて、役

員の兼務及び従業員の出向派遣や受け入れ、業務の委託等の取引関係もありますが、これらすべての取引条件等は

市場価格を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。  

  



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1)  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)

及び前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年１月１日から平成17

年12月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につい

て、中央青山監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 4,471,414 4,667,576 

２ 売掛金 196,977 197,655 

３ 有価証券 68,801 68,828 

４ 繰延税金資産 17,693 55,685 

５ その他 26,325 48,654 

流動資産合計 4,781,213 91.7 5,038,400 89.3

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(１)建物付属設備 5,329 5,087   

減価償却累計額 △1,562 3,767 △1,874 3,212 

(２)器具備品 105,353 101,864   

減価償却累計額 △89,959 15,393 △86,196 15,668 

有形固定資産合計 19,161 0.4 18,881 0.3

２ 無形固定資産   

(１)ソフトウェア 54,110 37,057 

(２)その他 1,737 1,759 

無形固定資産合計 55,847 1.1 38,816 0.7

３ 投資その他の資産   

(１)投資有価証券 ※２  75,558 331,665 

(２)繰延税金資産 2,380 9,410 

(３)その他 278,954 202,481 

投資その他の資産合計 356,894 6.8 543,558 9.6

固定資産合計 431,903 8.3 601,255 10.6

Ⅲ 繰延資産   

１ 新株発行費 2,126 3,672 

繰延資産合計 2,126 0.0 3,672 0.1

資産合計 5,215,242 100.0 5,643,328 100.0 

    
 



   
前連結会計年度 
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 未払金  80,791 96,530 

２ 未払法人税等  48,931 78,637 

３ その他  23,220 25,061 

流動負債合計  152,942 2.9 200,229 3.5

Ⅱ 固定負債    

１ 繰延税金負債  － 16,485 

固定負債合計  － － 16,485 0.3

負債合計  152,942 2.9 216,715 3.8

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  20,365 0.4 117,555 2.1

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１  2,060,965 39.5 2,064,025 36.6

Ⅱ 資本剰余金  2,452,230 47.0 2,455,296 43.5

Ⅲ 利益剰余金  531,306 10.2 763,465 13.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 △2,567 △0.0 26,271 0.5

資本合計  5,041,934 96.7 5,309,057 94.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 5,215,242 100.0 5,643,328 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  1,015,129 100.0 1,259,990 100.0 

     

Ⅱ 売上原価  460,291 45.3 580,709 46.1

売上総利益  554,837 54.7 679,281 53.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 383,776 37.8 427,097 33.9

営業利益  171,060 16.9 252,183 20.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  1,819 2,493   

２ 為替差益  － 1,031   

３ 連結調整勘定償却額  5,251 －   

４ 持分法による投資利益  － 10,303   

５ 出資金運用益  － 1,301   

６ 還付加算金  869 －   

７ その他  616 8,556 0.8 1,033 16,164 1.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 固定資産除却損  861 427   

２ 新株発行費償却  2,161 3,984   

３ 為替差損  554 －   

４ 出資金運用損  927 －   

５ その他  168 4,673 0.5 446 4,858 0.4

経常利益  174,943 17.2 263,489 20.9

Ⅵ 特別利益    

１ 未払賞与等戻入額 ※２ 12,688     －   

２ 持分変動によるみなし
売却益 

※３ － 12,688 1.3 55,004 55,004 4.4

Ⅶ 特別損失    

１ 前期損益修正損   － 3,000   

２ 営業所閉鎖に係る損失 ※４ － － － 9,606 12,606 1.0

税金等調整前当期純利
益 

 187,631 18.5 305,887 24.3

法人税、住民税及び事
業税 

 71,729 86,612   

法人税等調整額  △3,702 68,027 6.7 △48,572 38,040 3.0

少数株主利益  13,397 1.3 4,649 0.4

当期純利益  106,206 10.5 263,197 20.9

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  2,446,161   2,452,230

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 新株引受権行使による
新株式の発行 

 6,069 6,069 3,066 3,066

Ⅲ 資本剰余金期末残高  2,452,230   2,455,296

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  455,389   531,306

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 当期純利益  106,206 106,206 263,197 263,197

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金  29,379 29,593 

２ 役員賞与  910 30,289 1,445 31,039

Ⅳ 利益剰余金期末残高  531,306   763,465

     



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１ 税金等調整前当期純利益   187,631 305,887 

２ 減価償却費   68,484 38,491 

３ 長期前払費用償却   6,380 6,380 

４ 受取利息及び受取配当金   △1,819 △2,493 

５ 新株発行費償却   2,161 3,984 

６ 投資有価証券売却損   ― 446 

７ 固定資産売却益   ― △185 

８ 固定資産除却損   861 427 

９ 出資金運用損益   927 △1,301 

10 為替差損益   △191 109 

11 連結調整勘定償却額   △5,251 － 

12 持分法による投資利益   － △10,303 

13 持分変動によるみなし売却益   － △55,004 

14 売上債権の増減額   △12,833 △677 

15 棚卸資産の増減額   － △3,535 

16 未払金の増減額   14,078 25,456 

17 その他の流動資産の増減額   15,447 1,051 

18 その他の流動負債の増減額   △18,379 2,206 

19 役員賞与の支払額   △1,400 △1,500 

小計   256,099 309,439 

20 利息及び配当金の受取額   5,676 2,493 

21 法人税等の支払額   △46,585 △92,678 

22 法人税等の還付額   29,601 3,739 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  244,790 222,994 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１ 有価証券売却による収入   50,000 － 

２ 有価証券償還による収入   1,100,000 － 

３ 有形固定資産の取得による支出   △935 △4,623 

４ 有形固定資産の売却による収入   － 420 

５ 無形固定資産の取得による支出   △6,646 △15,632 

６ 少数株主からの子会社株式取得による支
出 

  △116,019 － 

７  投資有価証券取得による支出   － △237,100 

８ 投資有価証券の売却による収入   － 77,603 

９ 投資有価証券の払戻による収入   － 47,448 

10 その他   △4,022 △13,934 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  1,022,377 △145,817 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１ 株式の発行による収入   11,864 874 

２ 少数株主に対する株式発行による収入   － 147,600 

３ 配当金の支払   △29,148 △29,352 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △17,283 119,121 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  191 △109 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   1,250,075 196,188 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,290,140 4,540,216 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,540,216 4,736,404 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項  子会社はすべて連結しております。 

 当該連結子会社は、モーニングスタ

ー・アセット・マネジメント㈱、ゴメス

㈱、イー・アドバイザー㈱の３社であり

ます。 

 子会社はすべて連結しております。 

 当該連結子会社は、モーニングスタ

ー・アセット・マネジメント㈱、ゴメ

ス・コンサルティング㈱の２社であり

ます。 

従来、連結子会社であったイー・アド

バイザー㈱については平成17年12月１

日に当社と合併し、連結子会社に該当

しなくなりました。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社はありませ

ん。 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社はありません。 

(1）関連会社は１社であり、持分法を適

用しております。 

 当該関連会社は㈱株式新聞社であり

ます。 

なお、㈱株式新聞社は株式取得によ

り当連結会計年度より持分法適用の

関連会社としております。 

 (2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社はありません。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

      同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

      同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

定率法によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェアのうち自社利

用目的のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年以

内）に基づく定額法、市場販売目的

のソフトウェアについては見込有効

期間（３年以内）に基づく定額法を

採用しております。 

②無形固定資産 

同左 

 



（表示方法の変更） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  (3) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(3) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (4) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費 

商法施行規則に規定する最長期間(３

年間)で均等償却しております。 

(4) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費 

同左 

  ②消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

②消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定については、２年間の均

等償却を行っております。 

－ 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含

めておりました「為替差損」は、営業外費用総額の100分

の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の営業外費用の「その

他」に含まれる「為替差損」は333千円であります。 

 － 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式65,764株であ

ります。 

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式131,624株であ

ります。 

  ※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

    投資有価証券（株式）  187,403千円 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目 

役員報酬 77,219千円

従業員給与 107,333千円

広告宣伝費 27,393千円

支払報酬 22,177千円

役員報酬 83,992千円

従業員給与 103,258千円

広告宣伝費 18,788千円

支払報酬 21,272千円

※２ ソフトバンク・ファイナンスグループにおいて平

成16年４月１日付で実施した年俸制給与を対象と

する給与規程改定に伴って、前連結会計年度末に

連結貸借対照表に計上された未払賞与等の戻入額

12,688千円であります。 

※２          － 

※３          － ※３ 平成17年6月15日、子会社ゴメス・コンサルティン

グ株式会社が実施した第三者割当増資により、当

社の持分比率が96.4％から84.9％となったことに

伴う子会社持分変動によるみなし売却益でありま

す。  

※４          － ※４ 合併した子会社イー・アドバイザー㈱の営業所閉

鎖に伴う賃貸契約の解約損、固定資産の除却損で

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,471,414千円

有価証券 68,801千円

現金及び現金同等物期末残高 4,540,216千円

現金及び預金勘定 4,667,576千円

有価証券 68,828千円

現金及び現金同等物期末残高 4,736,404千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

  千円 千円 千円 

器具備品 18,395 13,855 4,540 

合計 18,395 13,855 4,540 

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

千円 千円 千円 

器具備品 13,140 6,995 6,114

合計 13,140 6,995 6,114

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,704千円

１年超 2,152千円

合計 4,856千円

１年内 1,643千円

１年超 2,906千円

合計 4,550千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 4,671千円

減価償却費相当額 4,145千円

支払利息相当額 358千円

支払リース料 2,770千円

減価償却費相当額 2,475千円

支払利息相当額 175千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成17年12月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

株式投資信託 2,088 2,454 366 

合計 2,088 2,454 366 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

50,000 ― ― 

内容 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 73,104 

ＭＭＦ 68,412 

公社債投資信託 389 

合計 141,905 

区分 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

株式投資信託 2,088 2,755 666 

合計 2,088 2,755 666 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

 77,603 －  446  



３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

内容 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 60,000 

ＭＭＦ 68,439 

公社債投資信託 389 

匿名組合出資金  81,507 

合計 210,336 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定拠出型年金制度を設け

ております。なお、当連結会計期間の確定拠出年金へ

の掛金支払額は6,731千円であり、退職給付費用に計上

しています。 

 また、確定給付型の制度として、総合設立型の厚生

年金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応す

る年金資産の額が合理的に計算できないため、退職給

付債務の計上は行っておりません。なお、当連結会計

期間の総合設立型の厚生年金基金への拠出額は6,384千

円であり、退職給付費用に計上しています。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定拠出型年金制度を設け

ております。なお、当連結会計期間の確定拠出年金へ

の掛金支払額は7,206千円であり、退職給付費用に計上

しています。 

 また、確定給付型の制度として、総合設立型の厚生

年金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応す

る年金資産の額が合理的に計算できないため、退職給

付債務の計上は行っておりません。なお、当連結会計

期間の総合設立型の厚生年金基金への拠出額は7,468千

円であり、退職給付費用に計上しています。 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 230,014千円

未払費用否認額 252 

未払事業税否認額 3,816 

未払金否認額 2,493 

減価償却費損金算入限度超過額 875 

有価証券評価損 1,184 

その他有価証券評価差額 2,121 

繰延税金資産小計 240,759千円

評価性引当額 △220,684 

繰延税金資産額 20,074千円

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 137,655千円

未払事業税否認額 8,284 

未払金否認額 489 

減価償却費損金算入限度超過額 475 

有価証券評価損 1,146 

連結会社間内部利益消去 4,176 

その他 2,118 

繰延税金資産小計 154,346千円

評価性引当額 △87,712 

繰延税金資産合計 66,634千円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額   △18,023  

繰延税金負債合計   △18,023   

繰延税金資産の純額    48,610  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.05％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.09％

税務上の繰越欠損金の利用 △5.01％

連結調整勘定償却に伴う差異 △1.18％

住民税均等割 1.29％

その他 △0.98％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
36.26％

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.16％

税務上の繰越欠損金の利用 △15.85％

評価性引当金の増減 △14.13％

持分変動によるみなし売却益 △7.32％

子会社株式売却益消去 4.45％

その他 4.43％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
12.44％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

当企業集団のすべての事業は「総合レーティング事業」に属しておりますので、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

当企業集団のすべての事業は「総合レーティング事業」に属しておりますので、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％に満たないため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％に満たないため、記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注) １ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 業務委託、不動産賃借については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

４ 投資有価証券の取得価格は、公正価額を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

５ 投資有価証券の売却価額は、公正価額を勘案して決定しており、支払条件は一括現金払となっております。

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

ソフトバ

ンク・フ

ァイナン

ス株式会

社 

東京都港

区 
41,315 

インター

ネットを

通じた総

合金融サ

ービス 

間接 

(被所有) 

50.1 

１人 

商品・

サービ

スの販

売 

業務の

委託、

不動産

賃借等 

商品の販売 18,576 売掛金 680 

給与立替、不

動産賃借等 
390,936 

前払費用 

未払金 

64 

35,663 

親会社 

ソフトバ

ンク・イ

ンベスト

メント株

式会社 

東京都港

区 
8,767 

アセット

マネジメ

ント、ブ

ローカレ

ッジ、イ

ンベスト

メントバ

ンキング

をコアビ

ジネスと

した総合

金融サー

ビス 

直接 

(被所有) 

50.1 

― 

商品・

サービ

スの販

売 

費用の

立替、

不動産

賃借等 

商品の販売 9,400 売掛金 4,410 

費用立替、不

動産賃借等 
750 未払金 105 

投資有価証券

購入 
116,019 ― ― 

投資有価証券

売却 
50,000 ― ― 



６ ソフトバンク・インベストメント株式会社は平成16年７月26日にソフトバンク・ファイナンス株式会社から

当社株式を取得したことにより、親会社となっております。そのため、ソフトバンク・インベストメント株

式会社との取引については平成16年７月26日以降の取引について記載の対象としております。 

７ ソフトバンク・インベストメント株式会社が平成17年２月23日の取締役会で決議した公募増資及び第三者割

当増資による新株式発行により、ソフトバンク・ファイナンス株式会社の同社株式の保有比率が低下した結

果、ソフトバンク・インベストメント株式会社はソフトバンク株式会社及びソフトバンク・ファイナンス株

式会社の持分法適用関連会社になりました。これに伴い、当社においてもソフトバンク株式会社及びソフト

バンク・ファイナンス株式会社は親会社に該当しなくなりました。 

８ ソフトバンク・ファイナンス株式会社、ソフトバンク・インベストメント株式会社の資本金は、平成16年12

月31日現在のものであります。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 該当する取引等はありません。 

  

３ 子会社等 

該当する取引等はありません。 

４ 兄弟会社等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注) １ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ ソフトバンク・インベストメント株式会社は平成16年７月26日にソフトバンク・ファイナンスから当社株式

を取得したことにより、親会社となっております。そのため、ソフトバンク・インベストメント株式会社と

の取引については平成16年７月25日以前の取引について記載の対象としております。 

４ ソフトバンク・インベストメント株式会社の議決権等の所有割合については平成16年12月31日現在のもので

あります。 

５ ソフトバンク・インベストメント株式会社、イー・トレード証券株式会社の資本金は、平成16年12月31日現

在のものであります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の子

会社 

ソフトバ

ンク・イ

ンベスト

メント株

式会社 

東京都港

区 
8,767 

アセット

マネジメ

ント、ブ

ローカレ

ッジ、イ

ンベスト

メントバ

ンキング

をコアビ

ジネスと

した総合

金融サー

ビス 

直接 

(被所有) 

50.1 

― 

商品・

サービ

スの販

売 

費用の

立替、

不動産

賃借等 

商品の販売 8,400     

費用立替、不

動産賃借等 
700     

投資有価証券

償還 
1,100,000 ― ― 

有価証券利息 1,642     

親会社の子

会社 

イー・ト

レード証

券株式会

社 

東京都港

区 
21,073 

インター

ネット経

由のオン

ライン証

券業務 

― ― 

商品・

サービ

スの販

売 

商品の販売 179,370 売掛金 15,158 



当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注) １ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 商品の販売、不動産賃借については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 資本金は、平成17年12月31日現在のものであります。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 取締役執行役員ＣＥＯ北尾吉孝は、ＳＢＩホールディングス株式会社の代表取締役を兼務しております。当該

会社との取引は、１ 親会社及び法人主要株主等に記載のとおりであります。 

  

３ 子会社等 

該当する取引等はありません。 

４ 兄弟会社等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注) １ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３  資金の貸付は、債券現先取引によるものであり、価格等は市場金利を基礎に同社との交渉に基づいて決定お

ります。 

４ 資本金は、平成17年９月30日現在のものであります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

ＳＢＩホ

ールディ

ングス株

式会社 

東京都 

港区 
51,923 

アセットマネ

ジメント、ブ

ローカレッ

ジ、インベス

トメントバン

キングをコア

ビジネスとし

た総合金融サ

ービス 

直接 

(被所有) 

50.1 

1人 

商品・

サービ

スの販

売 

費用の

立替、

不動産

賃借等 

商品の販売 5,200 売掛金 ― 

費用立替、

不動産賃借

等 

117,502 未払金 23,167 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の

子会社 

イー・ト

レード証

券株式会

社 

東京都 

港区 
21,731 

インターネッ

ト経由のオン

ライン証券業

務 

― 1人 

商品・

サービ

スの販

売 

資金の

貸付 

商品の販売 174,927 売掛金 16,255 

資金の貸付 2,115,025 短期貸付金 ― 



（１株当たり情報） 

 （注） 当連結会計年度中（平成17年12月15日）に１株を２株に株式分割しております。 

 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期首に当該株式分割が行われたと仮定

して算定しております。 

 前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における前連結会計年度の１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は以下のとおりです。 

１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 76,667円09銭 40,255円25銭 

１株当たり当期純利益 1,623円15銭 1,920円52銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 1,606円47銭 1,909円70銭 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１株当たり純資産額 38,333円55銭 

１株当たり当期純利益  800円12銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 791円89銭 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 106,206 263,197 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 10,500 

普通株式に係る当期純利益（千円） 106,206 252,697 

普通株式の期中平均株式数（株） 65,432 131,577 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた普通株式増加数の主要

な内訳（株） 

    

新株引受権 679 745 

普通株式増加数（株） 679 745 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

①平成13年３月15日の定時株主総

会によって承認され、同年５月

18日に発行された、旧商法第

280条ノ19の規定による新株引

受権に基づく168株 

②平成15年３月19日の定時株主総

会によって承認され、同年11月

５日に発行された、商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定

による新株予約権に基づく

1,505株 

①平成13年３月15日の定時株主総

会によって承認され、同年５月

18日に発行された、旧商法第280

条ノ19の規定による新株引受権

に基づく336株 

②平成15年３月19日の定時株主総

会によって承認され、同年11月

５日に発行された、商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定によ

る新株予約権に基づく2,108株 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 － ストックオプション（新株予約権）の付与 

平成18年2月20日開催の取締役会及び平成18年3月23日開

催予定の当社第9回定時株主総会で、商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の

取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を一層

高めることを目的として、当社及び当社子会社の取締役

及び従業員に対して、新株予約権を無償で発行すること

を決議いたしました。 

なお、実際の当該ストックオプション（新株予約権）の

発行は、その後の当社取締役会においてストックオプシ

ョン（新株予約権）の発行決議がなされることが条件と

なり、当該取締役会決議は本有価証券報告書提出日現在

行われておりません。 

  新株予約権発行の要領は、第４.提出会社の状況 (7).

ストックオプション制度の内容 ③ に記載のとおりであ

ります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注） 新株引受権付社債の内容 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

特記すべき事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

モーニングスター

株式会社 

第３回 

新株引受権付社債 

平成12年 

３月７日 
― ― 3.6 無担保社債 

平成18年 

４月１日 

モーニングスター

株式会社 

第４回 

新株引受権付社債 

平成12年 

３月７日 
― ― 3.8 無担保社債 

平成19年 

４月１日 

モーニングスター

株式会社 

第５回 

新株引受権付社債 

平成12年 

３月７日 
― ― 4.0 無担保社債 

平成20年 

４月１日 

合計 ― ― ― ― ― ― ― 

区分 
発行すべき 
株式の内容 

株式の 
発行価格 

発行価額 
の総額 

新株引受権
の行使によ
り発行した
株式の発行
価額の総額 

新株引受
権の付与
割合 

新株引受権 
の行使期間 

新株引受権の譲
渡に関する事項 

第３回 

新株引受権付社債 

モーニングスター 

株式会社 

普通株式 

25,000円 26,300千円 23,600千円 100％ 
自 平成13年４月１日 

至 平成18年３月31日 

本社債と分離し

て譲渡すること

ができる。 

第４回 

新株引受権付社債 

モーニングスター 

株式会社 

普通株式 

25,000円 25,700千円 22,400千円 100％ 
自 平成14年４月１日 

至 平成19年３月31日 

本社債と分離し

て譲渡すること

ができる。 

第５回 

新株引受権付社債 

モーニングスター 

株式会社 

普通株式 

25,000円 26,800千円 22,400千円 100％ 
自 平成15年４月１日 

至 平成20年３月31日 

本社債と分離し

て譲渡すること

ができる。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     3,909,033     3,842,574   

２ 売掛金     87,005     113,853   

３ 有価証券     68,412     68,828   

４ 貯蔵品     98     3,510   

５ 前払費用     16,054     15,753   

６ 短期貸付金 ※１   40,000     －   

７ 繰延税金資産     5,009     46,996   

８ 立替金     1,111     890   

９ 未収法人税等     －     22,441   

10 未収消費税等     －     1,181   

11 その他     189     426   

流動資産合計     4,126,915 83.4   4,116,458 80.4 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(１)建物付属設備   3,203     3,603     

減価償却累計額   △828 2,374   △1,181 2,422   

(２)器具備品   72,400     96,773     

減価償却累計額   △63,232 9,167   △81,771 15,001   

有形固定資産合計     11,542 0.2   17,424 0.3 

２ 無形固定資産               

(１)ソフトウェア     45,732     44,620   

(２)電話加入権     288     993   

無形固定資産合計     46,020 0.9   45,613 0.9 

３ 投資その他の資産               

(１)投資有価証券     73,104     144,262   

(２)関係会社株式     430,475     607,575   

(３)出資金     86,526     2,500   

(４)長期前払費用     159,519     153,138   

(５)繰延税金資産     2,147     －   

(６)差入保証金     12,615     26,916   

投資その他の資産合計     764,388 15.4   934,393 18.3 

固定資産合計     821,951 16.5   997,431 19.5 

Ⅲ 繰延資産               

１ 新株発行費     2,126     3,124   

繰延資産合計     2,126 0.1   3,124 0.1 

資産合計     4,950,992 100.0   5,117,013 100.0 

     
 



    
前事業年度 

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 未払金     39,191     62,632   

２ 未払費用     621     －   

３ 未払法人税等     25,975     8,490   

４ 未払消費税等     2,430     3,858   

５ 前受金     3,016     13,802   

６ 新株引受権     110     104   

流動負債合計     71,346 1.4   88,888 1.7 

Ⅱ 固定負債               

１ 繰延税金負債     －     16,485   

固定負債合計     － －   16,485 0.4 

負債合計     71,346 1.4   105,373 2.1 

    

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   2,060,965 41.6   2,064,025 40.3 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   2,452,230     2,455,296     

資本剰余金合計     2,452,230 49.5   2,455,296 48.0 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 当期未処分利益   369,384     466,047     

利益剰余金合計     369,384 7.5   466,047 9.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    △2,933 △0.0   26,271 0.5 

資本合計     4,879,646 98.6   5,011,640 97.9 

負債・資本合計     4,950,992 100.0   5,117,013 100.0 

    



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  469,738 100.0 630,566 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 当期製品製造原価  233,682 373,390   

２ 当期製品仕入高  4,388 238,071 50.7 3,256 376,647 59.7

売上総利益  231,667 49.3 253,918 40.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 161,405 34.3 149,632 23.8

営業利益  70,261 15.0 104,286 16.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  2,401 2,609   

２ 為替差益  － 1,246   

３ 出資金運用益  － 1,301   

４ 還付加算金   841 －   

５ 雑収入  331 3,573 0.8 356 5,514 0.9

Ⅴ 営業外費用    

１ 固定資産除却損  544 83   

２ 新株発行費償却  2,161 3,710   

３ 出資金運用損  927 －   

４  投資有価証券売却損  － 446   

５ 雑損失  464 4,098 0.9 － 4,239 0.7

経常利益  69,736 14.9 105,561 16.7

Ⅵ 特別利益    

１ 未払賞与等戻入額 ※２ 6,333 6,333 1.3 － － －

税引前当期純利益  76,070 16.2 105,561 16.7

法人税、住民税及び事
業税 

 36,326 1,153   

法人税等調整額  △3,258 33,067 7.0 △30,565 △29,412 △4.7

当期純利益  43,002 9.2 134,973 21.4

前期繰越利益  326,382 339,790 

合併引継未処理損失 ※３ － △8,716 

当期未処分利益  369,384 466,047 

     



製造原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  31,842 13.6 31,445 8.4

Ⅱ 労務費  73,326 31.4 100,335 26.9

Ⅲ 経費 ※１ 128,514 55.0 241,609 64.7

当期総製造費用  233,682 100.0 373,390 100.0 

期首仕掛品たな卸高  － － 

合計  233,682 373,390 

期末仕掛品たな卸高  － － 

当期製品製造原価  233,682 373,390 

     

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

業務委託費 23,331千円

減価償却費 36,603千円

外注加工費 29,054千円

賃借料 5,140千円

その他 34,385千円

計 128,514千円

業務委託費 123,673千円

減価償却費 29,115千円

外注加工費 39,277千円

賃借料 11,836千円

その他 37,705千円

計 241,609千円

 ２ 原価計算の方法 

実際原価による月次総合原価計算を採用しており

ます。 

 ２ 原価計算の方法 

同左 



③【利益処分計算書】 

   

前事業年度 
(平成16年12月期) 
株主総会承認日 

（平成17年３月24日） 

当事業年度 
(平成17年12月期) 
株主総会承認日 

（平成18年３月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  369,384   466,047

Ⅱ 利益処分額    

１ 配当金  29,593   52,649 

２ 取締役賞与金  － 29,593 8,000 60,649

Ⅲ 次期繰越利益  339,790   405,398

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

① 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

① 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェアのうち自社利

用目的のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法、市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込有効期間（３年

以内）に基づく定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

 支払対象期間にわたって均等償却し

ております。 

③ 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 ① 新株発行費 

 商法施行規則に規定する最長期間

（３年間）で均等償却しております。 

① 新株発行費 

同左 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

５ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度 
(平成17年12月31日) 

※１ 関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記されたもの以外で各勘定項目に含まれて

いる関係会社に対する金額は次のとおりでありま

す。 

※１          － 

  

短期貸付金 40,000千円    

※２ 会社が発行する株式 普通株式 235,000株

発行済株式総数 普通株式 65,764株

※２ 会社が発行する株式 普通株式 526,000株

発行済株式総数 普通株式 131,624株

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員報酬 36,074千円

従業員給与 45,508千円

広告宣伝費 10,530千円

支払報酬 9,809千円

減価償却費 1,097千円

株式業務費 16,270千円

法定福利費 7,399千円

業務委託費 8,696千円

役員報酬 32,809千円

従業員給与 24,628千円

広告宣伝費 7,369千円

支払報酬 9,676千円

減価償却費 840千円

株式業務費 14,460千円

法定福利費 4,764千円

業務委託費 8,152千円

租税公課 11,569千円

おおよその割合 おおよその割合 

販売費 33.2％

一般管理費 66.8％

販売費 34.47％

一般管理費 65.53％

※２ ソフトバンク・ファイナンスグループにおいて平

成16年４月１日付で実施した年俸制給与を対象と

する給与規程改定に伴って、前事業年度末に貸借

対照表に計上された未払賞与等の戻入額6,333千円

であります。 

※２          － 

※３          － ※３ 子会社イー・アドバイザー株式会社との合併によ

る未処理損失の引継額 

   (合併期日 平成17年12月１日) 

   イー・アドバイザー株式会社 △8,716千円 

  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年12月31日） 

当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成17年12月31日） 

当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

  
千円 千円 千円 

器具備品 4,870 2,678 2,191 

合計 4,870 2,678 2,191 

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

千円 千円 千円 

器具備品 13,140 6,995 6,144

合計 13,140 6,995 6,114

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 994千円

１年超 1,290千円

合計 2,284千円

１年内 1,643千円

１年超 2,906千円

合計 4,550千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 1,054千円

減価償却費相当額 973千円

支払利息相当額 92千円

支払リース料 1,043千円

減価償却費相当額 964千円

支払利息相当額 82千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

未払金否認額 2,746千円

減価償却費損金算入限度超過額 135千円

その他有価証券評価差額 2,012千円

未払事業税 2,263千円

繰延税金資産額 7,157千円

（繰延税金資産）  

未払金否認額 489千円

減価償却費損金算入限度超過額 265千円

未払事業税 2,806千円

有価証券評価損  1,146千円

税務上の繰越欠損金  129,420千円

その他  2,118千円

繰延税金資産小計  136,247千円

評価性引当額 △87,712千円 

繰延税金資産合計 48,534千円 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額 △18,023千円

繰延税金負債合計   △18,023千円

繰延税金資産の純額 30,511千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が百分の五以下であるため注記を省

略しています。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.42％

税務上の繰越欠損金の利用 △39.51％

評価性引当金の増減 △30.56％

住民税均等割 1.09％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
△27.86％



（１株当たり情報） 

 （注） 当事業年度中（平成17年12月15日）に１株を２株に株式分割しております。 

 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期首に当該株式分割が行われたと仮定

して算定しております。 

 前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における前連結会計年度の１株当たり純資産額、

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は以下のとおりです。 

 １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 74,199円35銭 38,014円65銭 

１株当たり当期純利益 657円20銭 965円01銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
650円45銭 959円57銭 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１株当たり純資産額 37,099円68銭 

１株当たり当期純利益  328円60銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 325円23銭 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 43,002 134,973 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 8,000 

普通株式に係る当期純利益（千円） 43,002 126,973 

普通株式の期中平均株式数（株） 65,432 131,577 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた普通株式増加数の主要

な内訳（株） 

    

新株引受権 679 745 

普通株式増加数（株） 679 745 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

①平成13年３月15日の定時株主総

会によって承認され、同年５月

18日に発行された、旧商法第

280条ノ19の規定による新株引

受権に基づく168株 

②平成15年３月19日の定時株主総

会によって承認され、同年11月

５日に発行された、商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定

による新株予約権に基づく

1,505株 

①平成13年３月15日の定時株主総

会によって承認され、同年５月

18日に発行された、旧商法第280

条ノ19の規定による新株引受権

に基づく336株 

②平成15年３月19日の定時株主総

会によって承認され、同年11月

５日に発行された、商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定によ

る新株予約権に基づく2,108株 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

－ ストックオプション（新株予約権）の付与 

平成18年2月20日開催の取締役会及び平成18年3月23日開

催予定の当社第9回定時株主総会で、商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の

取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を一層

高めることを目的として、当社及び当社子会社の取締役

及び従業員に対して、新株予約権を無償で発行すること

を決議いたしました。 

なお、実際の当該ストックオプション（新株予約権）の

発行は、その後の当社取締役会においてストックオプシ

ョン（新株予約権）の発行決議がなされることが条件と

なり、当該取締役会決議は本有価証券報告書提出日現在

行われておりません。 

 新株予約権発行の要領は、第４.提出会社の状況 (7).

ストックオプション制度の内容 ③ に記載のとおりであ

ります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

㈱サーチナ 240 60,000 

小計 240 60,000 

計 240 60,000 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額（千円） 

  

  

 有価証券 

  

  

  

 その他有

価証券 

  

（証券投資信託の受益証券）     

 ＭＭＦ（１銘柄） 68,439,034 68,439 

 公社債投信（１銘柄） 389,650 389 

 小計 68,828,684 68,828 

  

 投資有価 

証券 

  

  

 その他有

価証券 

  

（匿名組合出資金）     

 エスビーアイ・キャピタル㈱匿名組合 0.9 81,507 

（証券投資信託の受益証券）      

GTグローバルインベストメント 4,947,262 2,755 

小計 4,947,262 84,262 

計 73,775,946 153,091 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額には、子会社であるイー・アドバイザー㈱との合併による増加額が次のとおり含まれております。 

有形固定資産 

  器具備品   20,877千円 

無形固定資産 

  ソフトウェア 96,340千円 

  電話加入権    705千円 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

建物付属設備 3,203 400 － 3,603 1,181 352 2,422 

器具備品 72,400 27,564 3,191 96,773 81,771 4,327 15,001 

有形固定資産計 75,603 27,964 3,191 100,376 82,952 4,679 17,424 

無形固定資産               

ソフトウェア 136,676 106,020 － 242,697 198,076 25,276 44,620 

電話加入権 288 705 － 993 － － 993 

無形固定資産計 136,964 106,725 － 243,690 198,076 25,276 45,613 

長期前払費用 191,422 － － 191,422 38,284 6,380 153,138 

繰延資産               

新株発行費 6,379 4,707 － 11,086 7,962 3,710 3,124 

繰延資産計 6,379 4,707 － 11,086 7,962 3,710 3,124 



【資本金等明細表】 

 （注） 普通株式、資本金及び株式払込剰余金の増加の原因は、次のとおりであります。 

新株引受権の行使 

 普通株式   49株増加   資本金  3,060千円増加   資本準備金  3,066千円増加 

株式分割 

 普通株式   65,811株増加 

  

【引当金明細表】 

該当事項はありません。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 2,060,965 3,060 － 2,064,025 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） (株) (65,764) (65,860) － (131,624) 

普通株式（注） (千円) 2,060,965 3,060 － 2,064,025 

計 (株) (65,764) (65,860) － (131,624) 

計 (千円) 2,060,965 3,060 － 2,064,025 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金(注) (千円) 2,452,230 3,066 － 2,455,296 

計 (千円) 2,452,230 3,066 － 2,455,296 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

     ハ 貯蔵品 

ニ 関係会社株式 

  

 ｂ 負債の部 

区分 金額（千円） 

現金 14 

普通預金 3,842,560 

合計 3,842,574 

相手先 金額（千円） 

イー・トレード証券株式会社 16,255 

大和証券投資信託委託株式会社 12,280 

コスモ証券株式会社 5,827 

野村アセットマネジメント株式会社 4,732 

三貴商事株式会社 3,360 

その他 71,396 

合計 113,853 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ) 

───── 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 
２ 

────── 
(Ｂ) 

───── 
365 

87,005 661,366 634,519 113,853 84.8 55.4 

区分 金額（千円） 

セミナーテキスト 3,510 

合計 3,510 

区分 金額（千円） 

ゴメス株式会社 400,475 

モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社 30,000 

株式会社株式新聞社 177,100 

合計 607,575 



該当事項はありません。 

(3）【その他】 

特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は、商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、500株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社は、東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場しており、継続

開示会社であります。  

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(提出会社の親会社の

異動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２(提出会社の合併

の係る契約書の締結)の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

(1）
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第８期) 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

 
平成17年３月25日 
関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 (第９期中) 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

 
平成17年９月16日 
関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 親会社の異動     
平成17年３月15日 
関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書 合併契約の締結     
平成17年10月13日 
関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年３月24日

モーニングスター株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモーニングスター株

式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モーニングスタ

ー株式会社及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 関 根 愛 子 

      

  関与社員 公認会計士 岩 尾 健太郎 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年3月23日

モ ー ニ ン グ ス タ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモーニングスター株

式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モーニングスタ

ー株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 関 根 愛 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 尾 健太郎 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年３月24日

モーニングスター株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモーニングスター株

式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モーニングスター株

式会社の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 関 根 愛 子 

      

  関与社員 公認会計士 岩 尾 健太郎 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年3月23日

モ ー ニ ン グ ス タ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモーニングスター株

式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの第9期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モーニングスター株

式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 関 根 愛 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 尾 健太郎 
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